
はじめに

｢社会的ケアの第三の道は､ サービスの提供

主体が誰であるかに重点を置くのではなく､ サー

ビス利用者､ その介護者及び家族のために提供

されるサービスの質､ 達成される結果に重点を

置く｡(1)｣ ブレア政権が1998年に提示した､ 社

会サービスのあり方に関するホワイトペーパー

『社会サービスの現代化―自立の促進､ 保護の

改善､ 基準の向上―』 の序言で､ 保健大臣 F.

ドブソンは､ この旨述べている｡ この一節に､
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岩 間 大 和 子

� Dep. of Health, Modernising Social Services：Promoting independence, Improving protection, Raising

standards. Nov. 1998, Cm4169, para1.7.



社会サービスに関するブレア政権の基本的な考

え方が示されている｡

イギリスでは､ サッチャー政権下の民営化政

策の一環として､ 1980年代に福祉施設の民営化

が促進されたが､ 1990年代初めのコミュニティ

ケア改革は､ 福祉サービスの供給主体の多元化―

民間部門の役割の拡大―を更に促進した｡ 即ち､

1990年６月に制定された ｢国民保健サービス及

びコミュニティケア法 (1990年)｣(2) に基づき､

91年度から93年度にわたり､ 国民保健サービス

(National Health Service. 以下､ NHSという｡)(3)

改革と平行して､ コミュニティケア改革が順次

実施され､ 施設ケアサービス､ 在宅ケアサービ

スの双方において､ 民営化が急速に進行した｡

この改革を通して､ 地方自治体の主要な役割が､

サービスを提供する ｢供給主体｣ (Provider) か

ら､ 住民が多元的な供給主体から適切なサービ

スを受けられるよう整備する ｢条件整備主体｣

(Enabler) へと変化した(4)｡ このことが､ 1990

年代半ば以降､ イギリスにおいて､ ケアサービ

ス(5) (介護・福祉サービス) の質の向上が､ 社会

政策分野における主要な政策課題となるバック

グランドとなった｡

ケアサービスの質向上のための政策の展開過

程において画期となったのは､ 2000年に､ ｢ケ

ア基準法 (2000年)｣ (Care Standards Act 2000)

が制定されたことである｡ 同法は､ ケアサービ

スに関して､ ①登録・監査機関の一元化 (全国

ケア基準委員会の創設)､ ②監督対象の拡大､

③ケアサービスの全国最低基準の新設､ などを

規定するとともに､ 社会的ケアサービスの従事

者に関して､ ①ケア従事者の登録､ 研修を行な

う社会的ケア総合委員会の創設､ ②ケア従事者

及び使用者の行為・業務の基準である ｢業務規

範｣ の策定等を定めた｡ この法律は､ 従来のケ

アサービスの監督システムに構造的な変化をも

たらす改革であると評価された(6)｡

同法は2002年４月から段階的に施行されたが､

ほぼ同時期に､ 早くもこのシステムの改革案が

提案された｡ 同案は､ 2003年に成立した ｢保健

及び社会的ケア (コミュニティ保健及び基準) 法

(2003年)｣ に具現化された｡ 同法により､ これ

までの全国ケア基準委員会に代えて､ 社会的ケ

ア(7) の監督・監査機関として社会的ケア監査

委員会が､ また､ 保健医療機関の監査機関とし

て､ 保健医療ケア監査・検査委員会が新設され

ることになった｡ 社会的ケア監査委員会は､ 個々

の社会的ケアサービスのみではなく､ 各地方自

治体の社会サービスについても監査するより強

力な機関である｡ 保健医療ケア監査・検査委員

会も､ NHS及び私的部門の保健医療の双方を

カバーし､ 監査を行う一元化された機関である｡

この改革では､ 監査機関の一元化､ バリュー・

フォー・マネー(value for money)の視点がキー
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� National Health Service and Community Care Act 1990 (1990 c.19).

� イギリスの医療保障制度は､ 我が国のように､ 保険方式ではなく､ 税を財源とするサービス提供 (現物給付)

方式であり､ 国民保健サービス(NHS)という｡ 原則として無料でサービスが提供される (一部負担あり)｡

� バーバラ・メレディス (杉岡直人・平岡公一・吉原雅昭訳) 『コミュニティケアハンドブック―利用者主体の英

国福祉サービスの展開』 ミネルヴァ書房, 1997, pp.89-90. (原書名：Barbara Meredith, Community Care

Handbook. Age Concern England, 1993.)

� ｢ケアサービス｣ は､ 注�の文書他の政府文書等で､ 我が国の介護サービス及び福祉サービスにほぼ相当する

用語として用いられている (例えば､ 同文書第４章､ 第８章)｡

� John Dow, Care Standards Act 2000 (1) Raising Standards in Residential and Nursing Home Care.

Managing Community Care, Vol.9 Issue 4,August 2001, pp.7-12.

� ｢社会的ケア｣ は､ Care Standards Act 2000, Health and Social Care (Community Health and Standards)

Act 2003で､ 保健医療ケアを除くケアを意味し､ 我が国の介護サービス､ 福祉サービスにほぼ相当する概念と

して用いられている｡
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ワードになっている｡

以上のように､ イギリスにおいては､ 社会的

ケアサービスの質向上のための政策の改革が継

続的に行われている｡

一方､ 我が国においても､ 近年の社会福祉基

礎構造改革において､ 社会福祉サービスがこれ

までの ｢措置制度｣ から ｢契約制度｣ に移行す

るとともに､ 幅広い需要に応える多様な主体の

参入の促進が図られた｡ また､ その改革の柱の

一つとして､ サービスの質の向上が位置づけら

れた｡ このような状況の下で､ 福祉サービス分

野において､ 国・地方自治体の条件整備的な機

能の強化が図られた(8)｡ イギリスのコミュニティ

ケア改革によって生じた状況と同様な状況が生

じたと言えよう｡ 旧 ｢社会福祉事業法｣ は新た

に ｢社会福祉法｣ と改称され､ 社会福祉サービ

スの質の向上のために､ 一連の施策が規定され

た｡ また､ 第162回国会で成立した介護保険法

改正法(9) でも､ サービスの質の確保が改革の

柱の一つとされ､ ①介護サービスの情報公表の

義務付け､ ②事業者等の規制の見直し (指定の

更新制の導入､ 欠格要件の見直し等)､ ③ケアマネ

ジメントの見直し､ ④地域包括支援センターの

創設などが規定された｡ しかし､ 次のような課

題が残されている｡ 第一に､ 監査や評価の実効

性確保の問題､ 第二に､ 第三者評価の実施及び

受審の任意性の問題､ 第三に､ 介護サービスの

情報公表のための調査の具体的方法の検討､ 第

四に､ 地方自治体による指導監査､ 第三者評価､

介護サービスの情報公表のための調査､ のそれ

ぞれの関係の整理などである｡

本稿では､ 改革が継続しているイギリスの社

会的ケアサービス(10) の質向上のための政策の

展開を後付け､ その特徴について検討する｡ そ

れを踏まえ､ 我が国の政策への示唆を念頭に置

きつつ､ その意義と論点について考察する｡

Ⅰ ケア基準法制定に至る政策形成過程

イギリスでは､ 1980年代におけるサッチャー

政権の民営化政策により､ 入所施設に関しても､

民間部門のホームが激増した｡ それに伴い､ 利

益を主目的とする設置者や劣悪な施設の存在が

社会問題となり､ ケアサービスの水準・質のあ

り方に国民の関心が高まった｡ それ以降今日ま

で､ 質のあり方に関する政策が､ 段階的に展開

されてきた｡ この過程は､ ①ケアの質向上への

第一歩と位置づけられる1984年改革､ ②メジャー

政権による改革の検討､ ③ブレア政権による改

革の検討とケア基準法の制定､ ④2003年の ｢保

健及び社会的ケア (コミュニティ保健及び基準)

法 (2003年)｣ (以下､ 同法を2003年法､ 同法に基づ

く改革を2003年改革という｡) の制定とその後､

の四段階に分けることが出来る｡ ここでは､

③以降の政策の展開を概観する(11)｡

１ ケアサービスの民営化の一層の進展

―サービスの質向上のための政策の背景―

｢NHS及びコミュニティケア法 (1990年)｣ に

基づくコミュニティケア改革に伴い､ 中央政府
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� この機能変化について､ 浅井春夫 ｢社会福祉基礎構造改革をめぐる動向と論点―中央社会福祉審議会・社会福

祉構造改革分科会 ｢追加意見｣ 段階での整理―｣ 『コミュニティ福祉学部紀要』 No.1, 1999, p.61を参照｡

� ｢介護保険法等の一部を改正する法律｣ (平成17年法律第77号).

� ケアサービス (社会的ケア) は成人､ 児童を対象としており､ 質向上の政策もその両者を対象としているが､

本稿では､ 成人 (特に高齢者) を対象としたサービスに焦点を置く｡ また､ 質向上のための政策は､ 広範多岐に

亙るが､ 登録､ 監査､ 質の基準に係る政策を中心に記述する｡

� ①,②について､ また､ ③の政策形成過程の詳細は､ 岩間大和子 ｢イギリスにおけるケアサービスの質向上のた

めの政策―ケア基準法 (2000年) 制定と高齢者ケア―｣ 『レファレンス』 613号, 2002.2, pp.65-101を参照された

い｡ ここでは本稿の目的に関連する記述にとどめる｡



から地方自治体に財源が移管されたが (特別移

行補助金 (Special Transitional Grant) が､ その

初年度において移管要素の85％を民間からのサー

ビス購入のために使用するという条件が付せら

れた(12)｡ このような政策により､ 民間営利部

門の拡大が一層促進された｡

具体的な数字を見てみよう｡ まず､ 施設サー

ビスについては､ 非営利型､ 営利型のホームの

入所者数の全入所者に占める割合が､ 1990年に

はそれぞれ14.9％､ 47.8％であったのが､ 1994

年には20.4％､ 54.7％に､ 2000年には20.8％､

60.2％にまで増加し､ 80％余を民間ホームが占

めることになった(13)｡ また､ 在宅ケアサービ

スに関しては､ その主要なサービスであるホー

ムヘルプサービスについて見ると､ 民間部門に

よるサービス提供時間数の全提供時間数に占め

る割合が､ 1992年には､ わずか2.3％であった

のが､ 1994年に19.3％､ 1996年に45.9％､ 2000

年には55.5％にまで激増した(14)｡ 1980年代には､

施設サービスに関してのみ民営化が進行したが､

コミュニティケア改革後は､ 在宅ケアサービス

においてもサービス供給主体の民営化が進行し

たことが特徴と言える｡

このような状況を背景に､ 供給主体の多元化

により生じたケアサービスの質の諸問題に対処

するために､ 90年代半ばから､ 政府レベルで､

政策の検討が精力的に行われることになる｡

２ ブレア政権の基本方針と政策の具体的検討

労働党は､ 1997年の総選挙に当たり､ マニフェ

スト 『新しい労働党』 (New Labour) で､ 社会

保障・社会福祉に関しても､ ｢第三の道｣ と称

される新たな政策の方向を提示した｡ 社会的ケ

アサービスについては､ 入所ホーム及び在宅ケ

アのための独立した監査及び監督機関を約束す

る旨を述べ(15)､ 質の向上のための政策を選挙

公約の一つとした｡

労働党が総選挙で勝利し､ 政権の座についた

ブレア内閣は､ この公約を実現するために､ 二

つの重要な勧告・提案を行っている｡ 規制改善

タスクフォース報告書 『長期ケア』 とホワイト

ペーパー 『社会サービスの現代化』 である｡

なお､ メジャー政権下でも社会サービス(16)

の監督についての検討が進められ､ 1996年10月

には､ 勧告を取りまとめた報告書 『社会サービ

スの監督及び監査』 (バーグナー報告)(17) が公表
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� メレディス 前掲書, p.91.

� Dep. of Health, Statistical Bulletin, Residential Accomodation in England 1994, Table C；Dep. of

Health, Community Care Statistics 2001, Residential Personal Social Services for Adults, England,

Table R2. 入所者４人未満の施設は除く｡ また､ 入所者数には､ 高齢者の他､ 一部障害者を含む｡

� Dep. of Health, Personal Social Services Statistics For England, 1997 ed. Table C5, 1999 ed. Table

C5；Dep. of Health, National Statistics-Community Care Statistics 2000 : Home Help/Home Care Services,

England. 民間部門の数値は､ 地方自治体が購入したサービスの数値であり､ 地方自治体が関与しない民間団体

が独自に提供するサービスは含まない｡ なお､ 1980年代の施設の民営化に伴う ｢歪み｣ (①公立施設増設の抑制

と私立ホーム入所者に対する公的扶助費の高騰の“パラドックス”､ ②入所者の“二層システム化”等) につい

ては既述したが (岩間大和子 ｢イギリスの高齢者医療・福祉の諸問題―ケアシステムの構造と80年代における変

容｣ 『レファレンス』 470号, 1990.3, pp.68-71.)､ ブレア政権下の民営化についての分析は別の機会としたい｡

� Labour Party, "New Labour Because Britain Deserve Better" in Labour Party Genaral Election Man-

ifestos 1900-1997, ed. by I. Dale, Routledge, 2000, p.369.

� ｢社会サービス｣ は､ Local Authority Social Services Act 1970, sec.2, Schdule1により､ (地方自治体の任

務として) そのサービス一覧が定められており､ 我が国の介護サービス・福祉サービスにほぼ相当する概念であ

る｡ ケアサービス､ 社会的ケア､ 社会サービスは､ ほぼ類似の概念であり､ 本稿では､ 原則として､ 依拠した資

料により各用語を用いる｡ ケアサービス､ 社会的ケアは各種のケアサービスを意味する場合にも用いられるが､

社会サービスは各種サービスを包括的に表現する場合に用いられることが多い｡



された｡ 同報告書は､ 社会サービスの監督に関

する問題点として､ ①監督対象の限定､ ②基準

の適用の一貫性の欠如､ ③公的部門とその他の

提供者との間の公平性の欠如､ ④費用及び料金

の決定における透明性の欠如､ などを指摘した｡

充分なケア水準を確保するため､ 法規に基づく

監督が不可欠であるとし､ 以下のような勧告を

行った｡ ①社会サービスの監督及び監査のため

の単一なシステムの創設､ ②基準の設定への国

の関与の拡大､ ③監督の対象範囲の拡大､

④公的部門とその他の提供者との間の公平性の

確保､ ⑤登録ホーム審判所の改善､ などである｡

同報告書は､ このように､ ケアサービスの質に

係る基本的な点を勧告しており､ ブレア政権に

よる検討も､ これを基にしつつ､ より発展させ

ていくことになる｡

� 規制改善の５つ原則―規制改善タスクフォー

ス報告書 『長期ケア』 の勧告―

規制改善タスクフォース(18)は､ 関係者・関

係団体への聴取の後､ 1998年５月に 『長期ケア』

(Long Term Care) を公表し､ ケアサービスの

質向上のための勧告を行った｡ この報告書では､

同タスクフォースが設定した規制改善のための

五つの原則―①透明性､ ②説明責任､ ③目標の

重点化､ ④一貫性､ ⑤均衡性―(19) を改めて確

認している(20)｡ この五原則は､ その後の検討

において､ 基本的な考え方として用いられてい

く｡

同報告書の勧告の内容は､ バーグナー報告の

勧告と重なる点が多いが､ 新たな方向性を出し

たものとして､ ①入所ケア､ ナーシングケア及

び在宅ケアの登録・監査の組織的統合､ ②スタッ

フの研修の枠組みと新設される社会的ケア総合

委員会への登録との連携などが(21)､ 挙げられ

る｡

� 政府の基本方針の提示―ホワイトペーパー

『社会サービスの現代化』 の提案―

政府は､ 社会サービス全般のあり方について､

関係諸団体に諮問の後､ 1998年12月､ ホワイト

ペーパー 『社会サービスの現代化―自立の促進､

保護の改善､ 基準の改善―』(Modernising Social

Services) を提示した｡ 同報告は､ ブレア政権

の社会サービス全般の改革に関する基本方針を

示したものであり､ その一環として､ ケアサー

ビスの質向上のための各種提案が行われた(22)｡

これまでに出されたケアサービスの監督システ

ムの抜本的改革に関する提案が､ より具体化さ

れたのに加え､ 社会サービスの現代化のための

不可欠な要素である信頼に足るスタッフの確保

のため､ ケアスタッフの登録・研修に関し詳細

な提案が行われた｡ これらの提案は､ ケア基準

法案の策定に繋がるものであるため､ この二つ

の事項に関し､ 具体的な提案を要約し一覧する｡
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ケアサービスの監督システムの抜本的改革の提案

①ケア基準委員会の設置：ケアサービスの新たな

監督機関であり､ 社会的ケア区域 (イングランド

に８区域)ごとに設置｡ 独立機関｡

②監査基準の策定：政府は､ 全ての地方に適用さ

� Tom Burgner, The Regulation and Inspection of Social Services. Dep. of Health and the Welsh Office,

1996. バーグナー氏 (independent assessor) が政府の依頼により取りまとめた｡ この内容の記述は､ J. Roll et

al., Care Standard Bill 2000, Research Paper (House of Commons Library) 00/52, 16 May 2000, pp.7-9

による｡

� 1997年９月､ 各分野における政府による規制の効果及び信頼性に関し政府に助言するために設置された独立助

言機関｡

� Better Regulation Task Force, Principles of Good Regulation, Jan.1998.

� Better Regulation Task Force, Long-term Care, May, 1998, pp.3,21.

� Ibid., paras 4.1-4.12.

� Dep. of Health, op.cit.�, pp.65-95.



この報告書は､ ケア基準委員会について､ 全

国８地方にそれぞれ設置するとしたが､ 一方､

長期ケアに関する王立委員会が1999年３月に出

したホワイトペーパー 『高齢者の長期ケアに関

する報告―権利と責任』 は､ 統一された委員会

にすべきとした(23)｡

最終的には､ A.ミルバーン保健大臣が下院

において ｢全国的な視点､ 一貫性の維持の視点

から､ 単一の全国ケア基準委員会を設置するこ

とにした｣ 旨､ 報告し(24)､ 国レベルで一元化

された組織が新設されることになった｡

� 民間医療部門､ 児童ケアの監督に関する検

討―監督・監査機関の対象の拡大―

成人の社会サービスの監督・監査機関につい

ては以上のような検討の経緯を経たが､ 同時に､

民間医療部門の監督に関する検討､ 児童ケアの

監督に関する検討も平行して行われてきた｡

民間部門の保健医療機関に関しては､ NHS

の監督に比して､ 監督が不十分であると認識さ

れており､ 1999年６月に保健省が出した諮問文

書 『民間営利及び非営利部門の保健医療ケアの

監督』 では､ 監督に責任を持つ組織のあり方に

ついて､ 民間部門の保健医療ケアのみを監督

対象とする新組織の設置が適切であると提案し

た(25)｡ しかし､ 同年12月に出された 『民間営

利及び非営利部門の保健医療ケアの監督―将来

に向けて』 では､ 既に政府により全国ケア基準

委員会の設置が決定されていたため､ 同委員会

内に､ 保健医療ケアに重点を置く別個の部を設

けることを期待する旨述べるにとどまった(26)｡

最終的に､ 民間医療部門の監督も全国ケア基準

委員会の任務とされたが､ ケアサービスと民間

医療部門の監督組織を別個にすべきとする考え

方は､ 後述のように､ 2003年改革において､ 実

現されることになる｡

また､ 児童ケアに関しても､ 1996年の児童ホー

ムにおける虐待等の一連の事件を受け､ 1997年

12月に保健省から､ 報告書 『自宅外に居住する

児童の安全保護の検討』 (委員長W.ウッティン

グ) が刊行された｡ 同報告では､ ①養子ケア又

は入所ケアを受けている児童､ 学校に寄宿し又

は刑事システム下にある児童の保護､ ②虐待す

る者が児童ケアに従事することを防止する効果

的なシステム等について勧告した(27)｡ 政府は､

1998年12月､ この報告書に関する方針を示した

『児童の安全保護の検討に対する回答』 を公表

し､ 勧告の多くを受け入れる旨を述べ､ 具体的

な方針を示した(28)｡ これらの内容は､ 既述の

『社会サービスの現代化』 に取り入れられた(29)｡
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れる一貫性のある全国的な監査基準を設定｡

③苦情処理手続きの改善：現在の多様な手続き間

の相互補完性・一貫性の確立のための検討｡

ケアスタッフの登録・研修システムに係る提案

①社会的ケア総合委員会の新設：ケアスタッフを

監督・登録し､ 研修等を行う機関｡ ケアスタッ

フは段階的に登録する (認可された研修の修了が

要件)｡ 独立機関｡

②社会的ケアスタッフの行為・業務の基準 (規範)

の策定｡

� Royal Commission on Long Term Care, With Respect of Old Age: Long Term Care- Rights and Re-

sponsibilities, Cm 4192, March 1999, Chapter 7.

� Parliamentary Debates House of Commons, 2 Dec. 1999, c 453-4.

� NHS Executive, Dep. of Health, Regulating private and voluntary healthcare: A Consultation Docu-

ment, June 1999, pp.16-18.

� NHS Executive, Dep. of Health, Regulating private and voluntary health-care: the way forward, Dec.

1999, pp.2-3,5.

� Sir William Utting, People Like Us: The Report of the Review of the Safeguard for Children Living

Away Home, the Dep. of Health, the Welsh Office, Nov. 1997, p.1.



Ⅱ ケア基準法によるケアサービスの監

督システムの構造的改革

１ 制定の趣旨－監督システムの問題点－

以上のような検討経緯を経て､ ケア基準法案

は1999年12月､ 上院に提出され､ 長時間の審議

の末､ 2000年７月､ 成立した｡

この法律制定の目的を､ ミルバーン保健大臣

の下院における趣旨説明(30) により､ 再確認し

ておこう｡ 現行ケアサービスの監督制度の問題

点として､ 第一に､ 監督システムが250の地方

機関に分立し､ それぞれの規則に従って業務を

行っており一貫性を欠いていること､ 第二に､

監督が成功するためには独立性が基本的要件で

あるが､ 地方自治体は民間部門のケアホームを

監査すると同時にサービスの購入者でもあり､

また､ 地方自治体が運営するホームは自らのス

タッフによる監査を受けているのみであること､

第三に､ 高齢者等のための在宅サービスは､ 虐

待の潜在的な危険性があるが何の監督にも服し

ていないこと､ 第四に､ 社会的ケア部門のスタッ

フに関し､ 業務を監視する専門的な監視機関､

研修・ケアの基準について指導する機関がない

こと､ を挙げている｡ そして､ この法案は､ 以

上のような問題点を改革し､ ｢提供するケアの

基準に革命的な変革をもたらすものである｣ と

その意義を強調した｡

ケア基準法により改革された内容について､

同法及びそれに基づく規則等により､ 以下に､

その枠組みを概観する(31)｡ その内容は､ ①ケ

アサービスの登録・監査に関する抜本的改革､

②ケア従事者の登録・研修に関する改革､ に大

別できる｡

２ ケアサービスの登録・監査に関する改革

� 登録・監査機関の一元化―全国ケア基準委

員会の創設―

ケアサービスを登録し監査する (inspect) 機

関として､ 全国ケア基準委員会 (National Care

Standards Commission；NCSC)(32) の創設を定

めた｡ 同委員会は､ 2001年４月､ 独立的な性格

をもつ外郭公共団体 (Non-Departmental Public

Body；NDPB) として設置された(33)｡ 業務は

2002年４月から段階的に実施された｡ ケアサー

ビスは､ 種類､ 供給主体を問わず､ この委員会

に一元的に登録され､ 統一的に監督されること

になった｡
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� Dep. of Health, The Government's Response to the Children's safeguards Review, Nov. 1998, Cm 4105,

pp.19-21.

� これらの報告書の他にも､ 1998年に教育・雇用省､ 保健省から､ 幼児教育及びデイケアの監督に関する諮問文

書が出されるなど､ 児童ケアの監督のあり方に関しても､ 多方面からの検討が行われた｡

� Parliamentary Debates House of Commons, 18 May 2000, c 481-483.

� 同法の概要は､ 同法のテキストを基に､ Explanatory Notes to Care Standards Act 2000, Preliminary

Note of Care Standards Act 2000 in Halsbury's Statutes,Fourth ed., Current Statutes Services, NCSC

website <http://doh.gov.uk/ncsc/> を参照した｡ 詳細は､ 岩間 前掲論文 注�を参照されたい｡

� ケアサービスの inspectionは､ 我が国の ｢指導監査｣ と ｢サービスの質の評価｣ の双方の要素をもつが､ ここ

では原則として ｢監査｣ と訳した｡ また､ NCSCは､ イングランドを対象とした機関であり､ ウェールズに関し

ては､ 同様な機関がウェールズ議会に設置される｡

� 同委員会は自らそのスタッフを雇用し､ 予算に責任を持ち､ 効果的､ 効率的､ 経済的な運営が求められる｡

NDPBには様々な定義があるが､ 内閣府によれば､ NDPBは ｢中央政府のプロセスにおいて役割を持つが､ 政

府の省でもその一部でもなく､ 大臣から多かれ少なかれ距離を置いて柔軟に機能する諸団体｣ である (小堀眞裕

｢英国におけるクワンゴ問題に関する一考察―非選出・任命諸団体のアカウンタビリティーと労働党のクワンゴ

改革―｣ 『立命館法学』 No.274, 2000	, p.2677.)｡ NDPBの性格､ あり方についての議論の詳細は､ 同論文を参

照されたい｡



� 監督対象の拡大

全国ケア基準委員会の登録・監査の対象とな

るケアサービスは､ これまで監督に服していな

かったサービスにまで対象が拡大された｡ また､

社会的ケアサービスのみではなく､ NHS以外

の民間部門の医療機関もその対象となった｡ 近

年､ 民間部門の医療が発達してきているが､ そ

の監督機関が整備されていなかったというイギ

リスの医療制度の特別な事情によるものと言え

る｡

監督対象となるサービスは､ 社会的ケアサー

ビスでは､ ケアホーム (入所ホーム､ ナーシング

ホーム等)､ 在宅ケア事業所､ 看護師紹介所､

入所家族センター､ 児童ホーム (コミュニティ・

ホーム､ 児童入所ホーム(小規模児童ホームを含む)､

障害児童ホーム､)､ 里親斡旋所､ 民間非営利養

子協会等である｡ また､ 民間部門の医療機関で

は､ 民間病院､ クリニック等が対象となる｡ ま

た､ 児童のケアに関しては､ これ以外に､ 地方

自治体の里親・養子サービス､ 寄宿学校が､ 同

委員会の監査を受ける｡

これまで未登録であった地方自治体の入所ホー

ムも登録対象となったこと､ 入所ホームとナー

シングホームが同じカテゴリーになったこと､

在宅ケア事業所も登録対象になったこと等が注

目される点である｡

� 施設・事業所の登録

登録対象となる施設・事業所は､ 全国ケア基

準委員会に登録しなければならず､ 登録しない

場合には､ 有罪となる｡ 登録する者は､ 指定さ

れた事項についての情報等を委員会に提供し､

指定された料金を支払わなければならない｡

登録は､ 条件を付さずに､ 又は必要と思われ

る条件を付して認められる｡ 同法に定める条件

又は規則に定める条件に従わない場合には､ 有

罪であり､ 略式裁判により罰金が課される｡ ま

た､ ①登録を行った者 (登録者) に施設等に関

連した有罪の判決が下る､ ②登録者以外の者に

施設等に関連した有罪の判決が下る､ ③課され

た条件に従わずに運営する等の場合には､ 登録

を取消すことができる｡ 登録取消手続きが効率

化され､ 要する時間の短縮化が図られた｡

登録簿は､ ケア基準委員会の事務所で､ 閲覧

が可能である｡

� 施設・事業所の監査

全国ケア基準委員会は､ 施設・事業所を運営

管理する者に､ 情報の提供を求めることができ､

また､ 何時でも､ 実施監査を行うことができる｡

実施監査をする者は､ ①建物の状態・管理運営､

入所者の処遇の調査､ ②保存が求められている

文書・記録の検査､ ③管理者､ 被用者､ 入所者

へのインタビューを行うことができる｡ 実施監

査の頻度は､ 規則で定められる｡

� ケアサービスの全国最低基準の新設

保健大臣は､ 規則で定める要件の他に､ 施設・

事業所のカテゴリー別に､ ケアサービスの質の

詳細を定めた全国最低基準 (National Minimum

Standard) を策定する｡ この基準は､ 全国ケア

基準委員会が登録等の決定､ 監査を行う場合や､

登録の緊急取消しを行う場合に考慮される｡ こ

れにより､ 全国的に統一された詳細な基準を基

にした登録・監査が可能になった｡

� 弱者である成人の保護のための改革―ケア

従事不適切者のリストの作成―

弱者 (Vulnerable) である成人 (ケアサービス

の利用者等) の保護のため､ 保健大臣は､ ケア

に従事することが適切でない者 (不適切者) の

リストを作成し､ 維持する義務がある｡ 不適切

者とは､ 関連する犯罪行為があった者などであ

る｡ ケアサービスの事業者等は､ ケア担当者を

雇用する場合には､ このリストで確認する義務

を負う｡

� 児童のケアに係る改革―保育の監督機関の

一元化等―

既述のように､ 児童ケアに関する監督対象が
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拡大された他､ 保育サービスの監督の強化が図

られた｡ 児童法 (1989年) を改正し､ 次のよう

な改革が行われた｡ ①保育所・自宅保育者

(childminding) を監督する主席学校監査官 (Her

Majesty's Chief Inspector of Schools) を置く､

②保育サービスの事業者・自宅保育者は､ 登録

の義務を負う､ ③登録された施設は､ 実施監査

を受け報告書が公表される､ などである｡

３ ケア従事者の登録・研修に関する改革

� 社会的ケア総合委員会の創設

社会的ケア従事者を登録し研修等を行う統一

的な機関として､ イングランドに社会的ケア総

合委員会 (General Social Care Council；GSCC)

が新設された(34)｡ 社会的ケア従事者の行為・

業務の基準､ 研修における基準の向上を目的と

する｡ 委員会は､ 全国ケア基準委員会と同様､

外郭公共団体 (NDPB) である｡ 2001年６月､

委員会の委員が大臣により任命され､ 10月から

業務を開始した｡ 同委員会は､ 約２万５千の使

用者の下で働く約100万人 (その約３分の２が民

間部門)のスタッフを監督することになった｡

同委員会は､ 規則に基づき､ 24名以下の委員

から構成される｡ その過半数は､ 専門家でない

一般の者 (社会的ケア従事者又はその研修・監督

等に直接関わった者以外の者) であり､ 委員長も

一般の者であるよう定めている｡ 委員会の業務

は､ 主席行政官及び130名のスタッフがサポー

トする｡

� 社会的ケア従事者の登録義務

同委員会は､ 一定のコース・研修を終了し､

行為及び適性に関する要件を満たす者を社会的

ケア従事者として登録しなければならない｡ 社

会的ケア従事者は､ ①ソーシャルワーカー､

②施設等に雇用される者､ ③施設・事業所を運

営する者､ ④在宅ケア事業所が派遣する者に分

類される｡ 必要なコース・研修は､ 職務によっ

て異なり､ 法規によって定められる｡ ただし､

この時点では従事者100万人のうち80％が関連

する資格を持っておらず､ 登録は職種により段

階的に行われ､ 年単位の時間を要することが想

定されている｡

� ｢業務規範｣ (Code of Practice) の策定

これまで国レベルでは､ 社会的ケア従事者及

び使用者が従うべき ｢業務規範｣ が存在しなかっ

た｡ 同委員会には､ 行為及び業務の基準として

の ｢業務規範｣ を策定する義務があり､ 2002年

９月､ ｢業務規範｣(35) が策定された｡

� 教育・研修の実施

同委員会は､ ソーシャルワーカーその他社会

的ケア従事者のために､ 教育及び研修を行う｡

ソーシャルワーカーについては､ 必要な教科課

程を認可し､ 資格取得及び取得後の教育・研修

に係る業務を行う｡ また､ それ以外の社会的ケ

ア従事者については､ 登録に必要な研修の他､

登録後の研修を推進する援助等を行う｡

４ 2000年改革の意義

ケア基準法に基づく改革の意義として､ 次の

点が挙げられる｡

第一に､ 従来､ 地方自治体毎に分立していた

ケアサービスの監督機関に代わり､ 一元的な機

関である全国ケア基準委員会が新設され､ 一貫
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と訳されているが､ ここでは､ ｢業務規範｣ と訳す｡



性のある監督が可能になった｡

第二は､ 従来､ 登録の対象でなかった施設・

事業所も登録対象となり､ 殆ど全てのケアサー

ビスが監督対象となったことである｡ ケアサー

ビスの登録・監査が徹底された｡

第三は､ 同法に基づき､ 大臣により､ ケアサー

ビスの種類別に包括的かつ詳細な全国最低基準

が策定される点である｡ これまで､ 登録・監査

の際に用いられる詳細な基準が自治体毎に異なっ

ていたが､ 全国的に統一された｡

第四は､ ケア従事者の登録､ 教育・研修を行

う社会的ケア総合委員会が新設され､ 初めてケ

ア従事者の一元的な監督が可能になったことで

ある｡ ケアサービスの改善のために､ 研修の実

施､ 業務規範の策定等は不可欠であり､ 高く評

価されている｡

第五に､ 弱者であるケア対象者の保護のため

に､ ケア従事者として働くことが適当でない者

のリストが作成され､ 採用の際にチェックされ

るようになった点である｡ ケアサービス利用者

の保護が強化された｡

同法に基づく改革は､ 全般的には､ 上記のよ

うに評価されたが､ 次のような課題も指摘され

ている｡

まず､ ケア基準法が詳細を法律で定めずに､

規則・基準に委ねている点である(36)｡ 関連し

て､ 全国ケア基準委員会が全国最低基準の適用

を積極的に行うかどうかも注目されており(37)､

実効性の確保に関心が持たれている｡

第二は､ 監査体制の問題である｡ 監査官の数

が不足しており､ 十分な実地監査・指導が困難

ではないかとの指摘がある(38)｡ また､ 全ての

地方を通じて､ 各種のサービスに対し一貫した

監査手法をとるためには､ 監査官の統合された

研修が必要であるが､ その確保が可能かどうか

との懸念もある(39)｡

第三に､ 基本的な問題として､ ケアサービス

の質向上のためには､ より多くの資金が必要で

あることを改めて認識する必要があり(40)､ 政

府及び地方自治体の具体的対応が注目される｡

第四に､ 十分な研修を受けたケアスタッフの

配置は､ 一朝一夕には困難である点も指摘され

ている｡

このような課題を抱えながらも､ 総じて､ 従

来の地方自治体毎の監督システムに構造的な変

化をもたらす改革と評価されたが､ 時をおかず､

次に見るような改革が行われることになる｡

Ⅲ 2003年改革への検討過程―より強固

な監督・監査システムのための検討―

１ 基本方針

ケア基準法に基づき新設された全国ケア基準

委員会が業務を開始した2002年４月､ 保健省は､

早くも､ 保健医療・社会サービスの監査システ

ムをさらに強化する方針を提示した(41)｡ 2000

年に提案された NHS計画を実施に移すための

アジェンダ 『NHSの提供計画―出資及び改革
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� Dow, op.cit. �.

� The Guardian, March.7, 2001.
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� 新たな監督・監査システムの提案・検討の過程は､ 主として､ Tim Jarrett, Social Care aspects of the

Health and Social Care (Community Health and Standards) Bill (Research Paper03/39), House of

Commons Library, 2 May 2003, p.16；Jo Roll, The Health and Social Care (Community Health and

Standards) Bill : Health aspects other than NHS foundation Trusts (Research Paper03/41), House of

Commons Library, 2 May 2003, pp.7-12による｡



の次の段階―』(42) を公表し､ その方針を示した

のである｡

同文書では､ 監査システム強化の全般的な方

針をつぎのように述べている｡ 現行のシステム

は急速に発展したが､ 初期の経験は､ 措置が分

立していることを明らかにした｡ このことは､

前線の職員にとって重荷になっており､ また､

市民にとって明瞭性を欠く結果になっている｡

より明確な説明責任を確実に行うために､ 医療

保健・社会サービスの監査システムを強化する

必要がある､ と(43)｡ ここで ｢分立｣ と述べて

いるのは､ 社会サービス､ 医療保健サービスに

関する監督・監査組織が複数存在することを意

味する｡ この時点でどのような組織が並存して

いたかを次に確認する｡ 2003年改革は､ このよ

うな並存・重複を除去し､ 監査システムをより

強化するために､ 各分野における単一の組織の

創設を意図したものである｡

２ 社会サービスの監督・監査機関の並存と統

合の必要性

� 社会サービスに係る監督・監査組織の並存

社会サービスの監督・監査に関わる主要な組

織として､ ケア基準法で創設された全国ケア基

準委員会､ 保健省内の社会サービス監査局

(Social Services Inspectorates；SSI) 及び独立

機関である監査委員会 (Audit Commission) が

あり､ その組織・任務は次の通りである｡

全国ケア基準委員会：前章で概説した通り､

外郭公共団体 (NDPB) であり､ 社会的ケアサー

ビス及び民間部門の保健医療サービスを登録し､

監査することを任務とする｡

社会サービス監査局：サッチャー政権下の

1985年､ 保健社会保障省 (当事) 内の専門的組

織として設置された政府の監査局であり､ 2003

年現在､ 保健省の児童・高齢者・社会的ケアサー

ビス監査局の一部である｡ 同局は､ 全国の地方

自治体の社会サービスの監査を任務としており､

主な業務として次のものが挙げられる( 44 )｡

①業績指標 (performance indicators)､ 年次監

査､ 最近の監査及び共同審査から得られた証拠

を用いて､ 全国の地方自治体の業績評価を行う

こと､ ②各地方自治体の児童サービス及び成人

サービスの業績について判定し､ 社会サービス

全般の星印による格付けを行い通知すること､

③地方自治体の社会サービスの行動計画の策定

に関与し､ その業績向上目標を承認すること､

④地方自治体の業績及び社会サービスの任務遂

行における資源の利用を評価すること､ ⑤地方

自治体の社会サービスに関し共通する利害があ

る場合には､ 関係する監査組織及び政府機関と

共同で作業すること､ などである｡

監査委員会：地方自治体の公的サービスの業

績監査を行う組織であり､ 外郭公的機関(NDPD)

である(45)｡ 同委員会は､ サッチャー政権の初

期(1983年)に､ 地方政府法 (1982年) (Local Gov-

ernment Act 1982) (第３章) に基づき創設され

た｡ 監査委員会の､ 特に社会的ケアに関する任

務は､ 地方自治体の社会サービス業務の遂行に

おける資源利用を評価するために､ 社会サービ

ス監査官とともに､ 共同審査のプログラムを企

画し実施することである(46)｡
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� 社会的ケアサービスの監査システムの統合

の必要性

�� 監査機関の一元化と独立性

政府は､ 『NHSの提供計画』 において､ 社会

的ケアサービスの監査機関の統合について､ 次

の旨､ 述べている(47)｡

① 社会サービス監査局及び全国ケア基準委員

会は､ 双方とも､ 社会的ケアサービスの監査

の役割を担っているが､ 前者は保健省の一部

であり､ 後者は外郭公的団体 (NDPB) であ

る｡ 政府は､ これらの二つの組織を統合し､

社会的ケアサービスのための単一の監査組織

である社会的ケア監査委員会 (Commission

for Social Care Inspection: CACI(48)) の創設

を提案する｡

② この委員会の創設は､ 現行の社会的ケア監

査システムに､ 二つの鍵になる変化をもたら

す｡ 単一の組織になることと､ 政府から独立

した監査組織になることである｡

以上のように､ 社会的ケア監査委員会は､ 監

査の重複を排除した単一の機関である点と独立

性がポイントとなる｡ 独立性に関しては､ 保健

省が有する基準を設定する責任と､ その達成を

評価する責任とを分離したことが重要である｡

また､ 政府は社会的ケア監査委員会の役割に

関し､ サービスの質向上のためにはよりよい監

査が鍵になること(49)､ 社会サービスに関する

公衆への説明責任の強化が重要であること(50)

を指摘している｡

�� バリュー・フォー・マネーの視点

政府は､ 『全ての者に機会と保障を』 (｢2002

年歳出レビュー｣) において､ 監査の独立性と政

府における監査の役割の増大という大きな流れ

の一環として､ 社会的ケア監査委員会が､ バリュー

・フォー・マネー(value for money. 以下､ VFM

という｡) が確実に達成されるような役割を担う

よう強調している(51)｡ 即ち､ 同委員会は､ VFM

の実現と公衆が望みかつ期待する結果 (outcome)

の達成の双方を目標にする｡

３ 保健医療サービスの監査機関の並存と統合

の必要性

� 保健医療サービスにおける監査機関の並存

保健医療サービスの分野でも､ 保健医療改善

委員会 (Commission for Health Improvement)

による NHSの監査､ 全国ケア基準委員会によ

る民間部門の保健医療機関の監査､ 監査委員会

による NHSの共同監査が並存していた｡ それ

ぞれの組織とその任務は次の通りである(52)｡

保健医療改善委員会：ブレア政権は､ 1997年

に NHSに関するホワイトペーパー(53)で､ NHS

の質の向上を図る手段の一つとしてこの委員会

の創設を提案した｡ 政府は､ 1948年の NHS

の創設以来､ NHS の質に関する全国基準が

無いために地域格差が生じてきたと考えてお

り(54)､ 同委員会は､ 保健医療ケアの地域格差

を無くし質をモニターするために､ 保健医療法

(1999年) (Health Act1999 (c.8)) に基づき創設
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された｡ 同委員会は､ 2000年４月から業務を開

始し､ NHS 改革及び保健医療ケア専門職法

(2002年)(55) により､ 更に権限と独立性が付与

された｡

全国ケア基準委員会：Ⅱで述べたように､ ケ

ア基準法に基づき､ 同委員会は社会的ケアサー

ビスの他に､ NHS以外の民間部門の病院・ク

リニックをその監督対象とし､ 登録し監査を行っ

てきた｡

監査委員会：同委員会の監査対象は､ 1990年

に､ NHS機関にまで拡大され､ 社会サービス

と共に､ 医療保健サービスも監査の対象となっ

ていた｡

� 保健医療サービスの監査機関の統合の必要

性

政府は､ 『NHSの提供計画』 において､ 保健

医療サービスの監査機関の統合化について､ 次

にように述べている(56)｡

①保健医療改善委員会､ 全国ケア基準委員会､

監査委員会は､ 全て､ 保健医療ケアの遂行を

監督し評価する重要な役割を担っている｡ し

かし､ 監査システムが分立しているため､ 同

一地方の NHS組織に､ 複数の未調整の実地

監査が行われ､ また､ 情報の提供が求められ

る｡ このような状況は､ NHSの現場の職員､

患者､ その財源を出す納税者に､ 混乱を生じ

させている｡

②保健医療改善委員会の業務､ 全国ケア基準委

員会の民間部門の保健医療ケアに係る業務､

監査委員会の保健医療に係る VFMの業務を

統合し､ 独立した監査機関である保健医療ケ

ア監査・検査委員会 (The Commission for

Health Care Audit and Inspection: CHAI(57))

の創設を提案する｡ 新たな単一の組織は､ 公

的部門及び民間部門の双方の医療保険ケアの

監査に責任を持つことになる｡

このように､ 保健医療サービスの監査機関の

統合も､ 社会的ケアサービスの監査機関の統合

と同様に､ 一元化､ 独立性､ VFMの視点が基

本になっている｡

以上に見た､ 社会的ケアサービス､ 保健医療

サービスの両分野における監査システムの一元

化に関する政府の提案は､ ほぼ同様な内容で法

案化され､ 2003年３月､ 議会に提出され､ 同年

12月､ ｢保健医療及び社会的ケア (コミュニティ

保健医療及び基準) 法 (2003年)｣(58) として成立し

た｡

Ⅳ 2003年の監査システムの改革とその

意義

2003年法は､ コミュニティ保健医療と社会的

ケアの改革を内容としているが､ 本章では､ 本

稿のテーマである社会的ケアに関する規定に焦

点を絞り､ 改革の内容を概観する(59)｡

１ 社会的ケア監査委員会の創設

同法により､ ケア基準法に基づく社会的ケア

サービスの事業者等 (provider) の登録・監査

及びイングランドの地方自治体のサービスの監

査に責任を有する社会的ケア監査委員会が創設

される (第42条)(60)｡ 同時に､ 民間部門の保健
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医療サービスの事業者等の登録・監査､ 及び､

NHSの審査及び監査を行う保健医療ケア監査・

検査委員会が新設される (第41条)｡

社会的ケア監査委員会は､ ①全国ケア基準委

員会の社会的ケアサービスに関する業務､ ②社

会サービス監査局の業務､ ③同監査局が監査委

員会と共同で行う共同審査 (Joint Reviews

with the Audit Commission) の業務､ を引き継

ぎ､ 社会的ケアサービスに関しイングランドの

単一の監査機関となる｡ 社会的ケア監査委員会

は､ 外郭公共団体 (NGPB) であり､ 既述のよ

うに､ 社会的ケアサービスの監査を強化し､ 説

明責任を向上させ､ VFMを増進することを意

図している｡

２ ケア基準法に基づく任務に係る改革

―社会的ケア監査委員会の任務�―

ケア基準法に基づく任務に関しては､ 次のよ

うな改革が行われた｡

� 社会的ケア監査委員会が監督対象とする機

関

全国ケア基準委員会が監督の対象としていた

社会的ケア施設や事業所を監督する責任が社会

的ケア監査委員会に移管される (第102条)｡ 民

間部門の病院等を監督する責任は､ 保健医療ケ

ア・検査委員会に移管され､ 全国ケア基準委員

会は廃止される｡

� 登録・監査に係る料金のシステムの変更

ケア基準法では､ 登録される施設・事業所に

料金が課され､ その額は大臣が定める規則に規

定されることになっていた｡ 本法により､ この

方式が変更され､ 社会的ケア監査委員会自身が

登録・監査に関する料金を定めることになった｡

同委員会及び大臣は､ 料金を決定する前に､ 関

係者の意見を聴取しなければならない｡

� 情報及び監査に係る権限の強化

ケア基準法の下では､ 監査官が施設等の文書・

記録を検査できるのは､ その施設等の監査に直

接携わっているときのみであった (ケア基準法

第31条)｡ 本法により､ 社会的ケア監査委員会

がその任務の遂行に必要である場合には､ 如何

なるときでも､ 医療上その他の個人記録､ 又は

その他の文書を､ 施設等を運営する者に要求す

る権限が付与された｡

また､ ケア基準法では､ 監査官による施設等

への実地監査の際に､ 医療記録を除く文書や記

録を検査しコピーを作成できたが (同法同条)､

本法によって､ 医療記録その他の個人的な記録

も､ 検査やコピーが可能となった｡ また､ 監査

官がインタビューできる対象が､ ｢施設の被用

者｣ から ｢施設で働いている者｣ に変更された｡

これにより､ 監査官が､ 永続勤務の被用者と同

様に､ 一時的雇用のスタッフや事業者等と契約

している機関のスタッフにインタビューするこ

とが可能になった(61)｡

� 社会的ケアサービスに関する情報の公衆へ

の提供

社会的ケア監査委員会は､ 社会的ケアサービ

スに関し公衆に提供する情報の利用しやすさ及

び質に関与する義務を負う(第76条第２項)｡ 個々

のサービス利用者に対する情報提供だけでなく､

各種の社会的ケアサービスに関するリーフレッ

ト､ 電話ヘルプラインサービスのような一般的

な情報提供にも適用される(62)｡

レファレンス 2005.10

イギリスにおける介護・福祉サービスの質保障のための政策の展開

19

� providerは､ 施設の設置者､ 在宅ケアの事業者を意味する｡ 本稿では､ 原則として､ 事業者等という｡ 同法は､

ウェールズについては､ ウェールズ議会が社会的ケア監査委員会と同様な機能を持つよう規定｡

� Explanatory Notes to Health and Social Care (Community Health and Standards)Act 2003, para.234.

� Ibid., para.187.



３ 地方自治体の社会サービスの監査

―社会的ケア監査委員会の任務�―

社会的ケア監査委員会は､ ケア基準法に基づ

く任務に加え､ もう一つの重要な任務である地

方自治体の社会サービスの監査を所掌する｡

� 地方自治体の社会サービスの監査に係る任

務

社会的ケア監査委員会は､ 地方自治体の社会

サービスを監査する義務を負う (第76条)｡ この

任務を遂行するため､ 同委員会は､ 社会サービ

スの利用しやすさ､ アクセス､ 質､ 効果的であ

ること､ 運営手法などとともに､ 経済性､ 効率

性及び VFMに関与する｡ また､ 児童の権利・

福祉の向上､ 保護のニードに､ 地方自治体がど

のように対応しているか考慮する｡

�� 地方自治体の社会サービスの年次審査

社会的ケア監査委員会の重要な任務に､ 全て

の地方自治体の社会サービスを毎年レヴューす

ることがある (第79条)｡ これには､ 地方自治体

が自ら実施するサービスの他､ 非営利部門､ 営

利部門に委託するサービスも含まれる｡ 同委員

会は､ 地方自治体の社会サービスの業務の遂行

を評価する際に､ 委託されたサービスが利用者

のニーズに見合っているかについても検討する(63)｡

�� 地方自治体の実績評価

社会的ケア監査委員会は､ 地方自治体の社会

サービスの毎年のレヴューに従い､ その実績評

価を行う (第79条第２号)｡ 法律には､ その具体

的方法について規定はないが､ 実際には ｢星印

による格付｣ (star rating) を意味する｡ これ

は､ 2001年１月､ 保健大臣により導入されたも

のであり､ その目的は､ ある年度の､ 地方自治

体の社会サービスの措置に係る実績のレベルを

簡単な指標により示すことである(64)｡ 社会サー

ビスの毎年のレヴューを行うため､ 同委員会は､

その評価基準を策定し公開する (同第３号､ ４

号)｡

また､ 同委員会は､ 大臣が定める予定表に従っ

て各年のレヴューを行う (同第５号)｡ 地方自治

体の業務の妨げを最小限にするために､ 監査委

員会が行う ｢包括的実績評価｣ の予定表に適合

するようにレヴューを実施することになる｡

�� 地方自治体の社会サービスに欠点がある場

合の対応

地方自治体の社会サービスの実績に関する格

付けが最低である場合 (星印による格付で星印ゼ

ロ (Ⅴ-5-�を参照))､ 又は地方自治体が許容で

きる水準でサービスを提供していないと同委員

会が判断する場合には､ 同委員会は､ 大臣に一

定の手段をとるよう勧告しなければならない

(第81条)｡ そのような手段には､ 大臣が同委員

会に当該地方自治体をより綿密にモニターする

よう求めること､ 又は､ 大臣の介入権(65) を行

使することが含まれる(66)｡

�� 地方自治体の社会サービスの経済性､ 効率

性の向上

同委員会は､ 地方自治体による社会サービス

について､ ①経済性､ 効率性及び効果の向上､

②運営の改善のために勧告する目的で､ 研究を

計画し実施する (第82条)｡ この規定により､ 同

委員会は､ 当該地方自治体の区域におけるVFM

のための研究を行うことができる(67)｡

この権限は､ 監査委員会法 (1998年) に基づ

き､ 地方自治体の社会サービスに関し､ 監査委
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員会に付与している権限と同様なものである｡

監査委員会は､ 引き続き地方自治体の社会サー

ビスの研究を実施する権限を維持する｡ 従って､

監査委員会と社会的ケア監査委員会の任務が重

複する部分があるが､ 実際には､ それぞれ異な

る状況で実施が企画されることになろう｡

社会的ケア監査委員会と監査委員会は､ これ

らの研究の実施に係る業務を共同して行うこと

が出来る(第83条)｡ また､ 両委員会は､ 社会サー

ビス分野のそれぞれの任務を実施する際に､ 相

互に協力する義務を負う｡

�� 社会的ケア監査委員会の業務に関する料金

地方自治体の社会サービスに関する年次審査､

サービス提供に係る経済性・効率性・効果等の

ための研究に関する任務の実施について､ 料金

を定め課すことができる (第86条)｡

�� 立入権限

社会的ケア監査委員会に権限を付与された者

は､ 地方自治体の社会サービスの提供に用いら

れる施設等に立ち入ることが出来る｡ ただし､

社会的ケアサービスが提供されていても､ 営利

部門のホームには立ち入ることができない｡ 立

入検査 (実地監査) の権限を持つ者は､ 施設の

検査､ 文書の複写・検査を行い､ 管理者､ 施設

で働いている者､ 入所者にインタビューする権

限を持つ｡

� 地方自治体の社会サービスに関する情報の

大臣への提供

社会的ケア監査委員会は､ 地方自治体により

提供される社会サービスに関する情報を大臣に

提供する義務を負う (第77条)｡ また､ 同委員会

は､ 地方自治体の社会サービスに関連する事項

について､ 大臣に適切と思われる助言を行うこ

とができる (同第２号)｡

� 研究及び調査の審査

社会的ケア監査委員会は､ 学術機関等の団体

が実施する地方自治体の社会サービスの提供に

関する調査等を評価することができ､ そのよう

な調査から得られる成果を審査できる(第78条)｡

また､ 同委員会は､ 地域で行った調査結果を公

表しなければならない｡

４ 社会的ケア監査委員会と保健医療ケア監査・

検査委員会との協力

社会的ケアと保健医療ケアを連携して提供す

ることは利用者にとっても有効な場合が多く､

次のように両委員会の協力関係が保障されてい

る｡

両委員会は､ それぞれの任務遂行の効果的か

つ効率的な遂行のために､ 相互に協力すること

が適切と考えられる場合には､ 協力して業務を

行う (第120条)｡

また､ 両委員会の任務の実施に関し､ 相互に

意見聴取すべき場合について規則で定める｡ 両

委員会が監査を共同で行うことが基本であり必

要でもある特定のサービス (例えば統合された保

健医療サービス及び社会的ケアサービスを提供する

精神保健施設) に関しては､ 監査前に､ それぞ

れの業務プログラムの内容について相互に意見

聴取を行う(68)｡

５ ケアサービスに関する苦情処理手続きに関

する改革

以上のような社会サービスの監査に関する改

革の他､ 社会サービスの質の確保に関連するも

のとして､ 苦情処理手続きの改革が規定された｡

大臣は､ 社会サービスに関する苦情申立ての手続

きを創設する規則及び地方自治体による苦情の処

理・審議に関する規則を定める(第114条)(69)｡ こ

れと関連し､ ケアサービスの苦情処理の段階で､
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地方自治体による調査で解決できない場合には､

第二段階の審査として､ 社会的ケア監査委員会

による審査を含む審査が行われる(70)｡

６ 2003年改革の評価と意義

社会的ケア監査委員会の創設に関しては､ 社

会的ケアの監査機関の一元化､ 監査体制の強化

の観点から､ 評価する意見が多い｡ 全国社会サー

ビス部長協会は､ 同委員会による､ 従来より明

瞭な独立した監査は公衆の信頼を得るだろうと

述べ､ また､ 委員会の強化は､ ケアサービス利

用者､ ひいてはケアサービス自体にとってもよ

いことであると期待している(71)｡ 連合王国在

宅ケア協会 (UKHCA) も､ 社会的ケアサービ

スの監査を一元化した組織で行う考え方を支持

している(72)｡

保健医療ケア監査・検査委員会の創設につい

ては､ NHSと民間部門の保健医療ケアの双方

の監査に責任を持つ独立組織であること､ 質の

基準と財政運営の双方を監督する権限を持つこ

とから､ 概ね歓迎されている(73)｡ かつて､ ケ

ア基準法案中の全国ケア基準委員会の創設が議

会で審議された際､ 営利部門の病院等が主とし

て社会的ケアを監督する組織 (全国ケア基準委員

会) により監督されるのは適切か､ また､ 営利

部門の保健医療ケアが､ NHSの監督機関と別

個の組織により監督されるのは適切かが重要な

論点の一つであった(74)｡ 今回の改革で､ 数年

を経てこのような問題が解決されることになっ

た｡ 英国医師会は､ 保健医療ケア監査・検査委

員会の創設を支持し､ 保健医療ケアに関する現

行の多くの監査機関が一元化され遙かに効率化

されたシステムになることを期待している(75)｡

以上のように､ 両委員会の創設に関し､ 歓迎

する意見が多い中で､ 次の点が懸念されている｡

地方自治体は､ 保健医療部門との緊密な関係の

下で業務を行っているが､ 今回の改革で､ 社会

的ケアと保健医療ケアの監査を､ 全く別個の組

織が所掌することになった点である｡ 全国社会

サービス部長協会は､ 双方の委員会が緊密に協

力して業務を行うことを期待している(76)｡ 保

健医療ケアと社会的ケアの境界を超え､ ｢縫い

目の無い｣ ケアを提供する重要性が増しており､

それに対応した､ 両委員会の協力関係 (共同監

査・審査等)が求められていると言える｡

Ⅴ ケアサービスの監督・監査システム

の現状

以上見たように､ 現行の社会的ケアサービス

の監督・監査システムは､ ケア基準法､ 2003年

法及び関係規則等に基づいており､ 次のような

システムで実際の業務を行っている｡

１ 社会的ケア監査委員会の組織構成

社会的ケア監査委員会は､ その組織について､

｢社会的ケアに係るより合理的で統合された監

査・監督システムであり､ これまでの社会的ケ

アの監督に関わるどの組織よりも強力なもので

ある｣ 旨､ 述べている(77)｡

委員会の全国組織は､ 委員長の下に､ 本部､

地方事務所､ 地域事務所が置かれ､ ３層構造に
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なっている(78)｡

本部は､ ロンドン､ リーズ､ ニューキャース

ルの３ヵ所に分置され､ 主席監査官の下に､ ６

局 (総務局､ 情報・ナリッジ管理局､ 監査・監督・

審査局､ サービスの質・実績・手法局､ 戦略局､ コ

ミュニケーション・利用者・公衆関連局)がある(79)｡

地方事務所は､ ９地方(ロンドン､ サウス・イー

スト､ サウス・ウェスト､ ウェスト・ミッドランド､

イースト・ミッドランド､ イースタン､ ヨークシャー・

ハンバーサイド､ ノース・ウェスト､ ノース・イー

スト) に置かれている｡ 事務所には､ 監査・監

督・審査理事会のメンバー､ コミュニケーショ

ン・法的援助を行うコミュニケーションマネジャー

が配置されている｡

地域事務所は､ 72ヵ所に置かれ､ 社会的ケア

サービスに関する日常の登録・監査業務を行

う(80)｡

２ ケアサービスの登録方法

社会的ケアサービスの事業者等は､ 社会的ケ

ア監査委員会に登録の申請をしなければならず､

同委員会から証明書 (certificate) 及び登録認可

が出されない限り､ 業務を開始することができ

ない｡

� 登録・監査の対象機関

同委員会に登録され､ 監査が行われる施設・

事業所は､ 次の通りである(81)｡

対人ケア及び (又は) 看護ケアを提供するケ

アホーム､ 成人養護 (placement) 制度(82)､ 児

童ホーム､ 寄宿学校 (295日以上､ １名以上の

生徒が宿泊する学校)､ 入所家族センター､ 在

宅ケア事業所､ 看護師紹介所､ 民間養子斡旋

所､ 民間非営利養子協会､ 軽度の付添いサー

ビス

また､ 同委員会への登録は要求されていない

が､ 監査対象である機関は､ 全国ケア基準委員

会が監査対象としていたもの (Ⅱ-2-�参照) と

同様である｡

� 登録の形態

同委員会は､ 各施設・事業所に適用される規

則や全国最低基準をもとに､ 登録を承認するか

どうか判断する｡ 登録に関しては､ 次のような

類型がある(83)｡

① ｢承認｣：全ての適性基準を満たし､ いかな

る条件も付されない場合｡

② ｢条件付き承認｣：基準は満たしているが､

サービス利用者を保護するために､ 条件が必

要な場合｡

③ ｢拒否｣：適性基準のいずれかを満たしてい

ない場合｡

④ ｢変更｣：登録条件のいくつかの修正が必要

な場合｡

⑤ ｢取消｣：適性基準が維持されない場合｡

⑥ ｢治安判事の緊急命令による取消｣：サービ

ス利用者が重大な危険に曝されていると見な

される場合｡

� 登録料及び年間料金

同委員会への登録に際しては､ 料金が課され
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� 委員会の組織については､ 同上書, pp.1-7による｡

� Ibid., pp.3-4.

� NCSCが創設された際に､ 従来の地方自治体の監査スタッフが､ NCSCの組織に異動になった｡

� CSCI, Registration and inspection services. (CSCI website) <http://www.csci.org.uk/>. 以下､ CSCIの

サイトの URLは省略する｡

� 養護者 (cares) が自宅で成人をケアし援助する制度 (The Adult Placement Schemes (England) Regulations

2004, SI 2004 No.2070)｡ The Care Standards Act 2000 (Extension of the Application of Part 2 to

Adult Placement Schemes) (England) Regulations 2004, SI 2004 No.1972により､ 新たに､ CSCIの登録・

監査対象になった｡

	 CSCI, op,cit., 注�.



る｡ 同委員会は外郭公共団体であり､ これらの

収入が財源の一部となる｡ 登録料は施設・事業

所の規模､ 種類によって異なり､ 規則で定めら

れる｡ 2005年４月現在の登録料は､ ケアホーム､

児童ホームが1901ポンド､ 小規模ケアホーム､

小規模児童ホームが518ポンド､ 入所家族セン

ター､ 在宅ケア事業所､ 看護師紹介所が1584ポ

ンド､ 小規模入所家族センター､ 小規模在宅ケ

ア事業所､ 小規模看護師紹介所が432ポンドで

ある(84)｡ これ以外に､ マネジャーを任命する

場合は､ その登録料が､ また､ 施設・事業所の

変更を行う場合は､ 変更の規模により異なる料

金 (variation fee)(85) が課される｡

また､ 登録された施設・事業所には､ 年間料

金が課される｡ この料金も､ 施設・事業所の規

模､ 種類によって異なり､ 規則で定められる(86)｡

2005年４月現在の年間料金は､ 表１の通りであ

る｡

� 社会的ケアサービスのディレクトリーの公開

登録された社会的ケアサービスについて､

｢ケアサービスディレクトリー｣ が作成され､

CSCIのウェブサイトで公開される｡

そのディレクトリーのサイトでは､ ｢地方｣

又は ｢ケアサービスの種類｣ による検索が可能

である(87)｡ 例えば､ ｢ロンドン｣ における ｢ケ

アホーム｣ を検索すると､ 2,037ヵ所の施設が

搭載されている｡ 各ケアホームについて､ 提供

するサービスの種類､ 入所定員､ 事業者等の基

本的な情報に加え､ 社会的ケア監査委員会が同

ホームを監査した結果を示す詳細な報告書 (下

記３�参照) も見ることができる｡ また､ ロン

ドンにある在宅ケア事業所は543ヵ所､ 搭載さ

れている｡ ただし､ 在宅ケア事業所については､

2003年４月に初めて登録が開始されたため､ 登

録作業に時間を要しており､ 未だ監査を受けて

いない事業所が多く､ そのような事業所に関し

ては基本的な情報のみが掲載されている｡

３ ケアサービスの実効性ある監査体制

―頻度､ 監査手法及び情報公開―

� 監査の頻度

｢料金及び監査頻度規則｣(88) で､ ケアホーム

又は児童ホームの場合には､ 各年度に少なくと

も２回の監査を行い(89)､ その他の施設・事業

所等の場合には､ 少なくとも１回の監査を行う

ものと規定している｡
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� CSCI (Fees & Frequency of Inspections)(Amendment) Regulations 2005, SI 2005 No.575, sec.2,3.

� 小規模の変更と､ 監査を要する大規模な変更とは､ 料金が異なる｡

� CSCI (Fees & Frequency of Inspections) (Amendment)Regulations 2005, SI 2005 No.575, sec.5.

� CSCI, Find a care service (CSCI website).

� CSCI (Fees & Frequency of Inspections) (Amendment) Regulations 2005, SI 2005 No.575, PartⅢ.

	 1980年代の規則では､ 入所ケアホームは少なくとも年１回監査する旨規定 (Residential Care Homes Reg.

SI 1984 No.1341, sec.18)｡

表１ 施設・事業所に課せられる年間料金
(単位：ポンド)

サービスの種類 定額部分

入所者４
人～29人
までの各
１人につき

入所者30
人以上の
各１人に
つき

ケアホーム 259 86 86

小規模ケアホーム
成人養護 (placement)
ケアホーム*

173 n/a n/a

児童ホーム 864 86 86

小規模児童ホーム 864 n/a n/a

入所家族センター 576 72 35

在宅ケア事業所 1080 n/a n/a

小規模在宅ケア事業所 540 n/a n/a

看護師紹介所 720 n/a n/a

小規模看護師紹介所 360 n/a n/a

養子斡旋所 600 n/a n/a

小規模養子斡旋所 300 n/a n/a

(出典) 注�に同じ｡
* 成人を自宅で養護する者が設置者であるケアホームで､ 自
宅又はその一部がケアホームである (Care Homes Regula-
tions 2001, sec.45)｡



� 予告監査及び予告無し監査

上記規則では､ その監査を予告無く行うこと

ができる旨規定している｡ 監査には､ 予告して

行う実地監査 (予告監査) と予告なく行う実地

監査 (抜き打ち監査｡ 以下､ 予告無し監査という｡)

がある｡

予告監査は､ 事業者等が監査官による実地監

査が行われることを知っている場合であり､ 監

査のための準備をすることができる｡ 予告監査

の間は､ 関連する全ての全国最低基準について

審査される｡ 予告無し監査は､ 事業者等が監査

官による実地監査の実施を知らない場合である｡

予告無し監査は､ 以前に利用者への危険が認め

られ､ 又は強制措置がとられた場合に､ サービ

スが改善されたかどうかを評価するためにも行

われる｡ 苦情調査の時も､ 予告無し監査になる｡

予告無し監査・苦情調査の場合には､ 監査官が

サービスの特定の分野に焦点を置くことができ､

全国最低基準の全てを審査しなくてもよい｡

年２回監査が行われる施設については､ 予告

監査１回に加えて､ 予告無し監査１回が行われ

ることが期待されており､ 実際､ そのように行っ

ているケースが多い｡ 在宅ケア事業所について

は､ 年に１回の予告監査を行うのが通例である｡

このような監査頻度は､ 最低の要件であり､

懸念される事由がある場合には､ 同委員会が何

回でも実地監査をすることを妨げるものではな

い(90)｡

� 監査官

同委員会の監査官の大部分が､ 社会的ケア､

教育､ 保健医療ケアに従事した経験を持つ｡ ま

た､ 多くが､ 看護師､ ソーシャルワーカーその

他の専門的な資格を持っている｡ 監査官は､ 監

査に関する研修を受け､ 業務規範 (Code of

Practice) に基づき､ 業務を行う｡ 全ての監査

官は､ ID及び有資格カードを携帯する(91)｡

� 施設等の監査方法

実地監査の目的は､ 施設等が､ 利用者に対し､

そのニーズに適したライフスタイル､ 選択肢､

参加の機会､ 適切な保健医療ケア・社会的ケア

を提供しているかどうかを検査することである｡

実地監査の期間は､ サービスの規模､ 種類､

生じている問題等により異なり､ 通常､ １日か

ら５日の間であるが､ これ以上の時間を要する

場合もある(92)｡ 監査官は､ サービスが要件に

適っているか､ 個々の基準をチェックする｡ 施

設や設備の他､ 提供されているケアが記録にマッ

チしているかチェックするために､ 特にケアプ

ランを調査する｡ また､ 事業者等､ ケアスタッ

フ､ 利用者にインタビューを行う｡

� 監査後の対応―フィードバックの機会及び法

的措置―

実地監査が終了した後､ 調査結果について監

査官がコメントし､ それについて事業者等と議

論が行われる｡ 事業者等は､ 監査官から指摘さ

れた問題又は関心事について説明し､ 感想を述

べることができる｡

監査官は､ 規則に適合していない点を指摘し､

報告書に明瞭に記録する｡ 事業者等は､ 特定の

期限内に､ 要件に適合するようしなければなら

ず､ それが行われない場合には､ 同委員会は､

勧告を行い､ 更に､ 法的手段をとることが出来

る(93)｡

監査当日又は短期間のうちに緊急な行動が必

要な法的違反がある場合には､ 監査官は､ その

違反を監査当日に確認し､ サービス事業者等に

それを記した書類を手渡す｡ 時をおかず､ 手紙
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� 予告監査・予告無し監査については､ CSCI, Inspection Reports (CSCI website) による｡

� CSCI, Our Inspectors (CSCI website).

� CSCI, What to expect during an inspection (CSCI website).

� CSCI, Opportunity for feedback (CSCI website).



で確認された後､ 必要な行動がとられる｡

同委員会は､ サービスの種類によっては､ 即

時の行動又は改善を求める執行通知を出すこと

ができ (ケアホーム､ 児童ホーム等の場合)､ また､

不履行について大臣に報告することができる

(学校､ 地方自治体養育サービス等の場合)｡ 更に､

同委員会は､ 登録されたサービスのケア水準が

劣悪である場合､ 特に､ サービス利用者が重大

な危険に曝されていると判断されるときには､

迅速な行動をとることができ､ 登録を取消すこ

とができる｡

� 施設・事業所等のサービス評価

監査官は､ 施設・事業所等のケアサービスが

該当する全国最低基準 (NMS) に適合している

か否かを､ 次の４点制を用いて評価する(94)｡

４：全国最低基準以上

３：全国最低基準に適合

２：全国最低基準のほとんどの基準に適合 (若

干の不適合がある｡)

１：全国最低基準に不適合 (多くの不適合がある｡)

１及び２ランクの場合には､ 改善の必要があ

り､ 改善が行われたかを確認するため､ 同委員

会は､ 通常より頻繁な実地監査を行う｡ ４ラン

クは､ 当該基準に関して､ ｢優れた実践事例｣

(good practice) として推薦される｡

� 各施設・事業所等の監査報告の公開

監査後､ 監査官はサービスが全国最低基準

(NMS) に適合しているかどうかについての詳

細な報告書案を作成し､ 28日後までに事業者等

に送付する｡ 事業者等は､ 28日の間､ それを検

討し事実に関する誤りを修正する｡ 監査官に返

信され､ 最終版にされ､ ４週間後に刊行される｡

同時に CSCIのウェブサイトでも公開される(95)｡

ただし､ 児童ホーム､ 成人養育サービスを提

供するケアホームに関する報告書は､ 安全性等

の問題に鑑み､ ウェブサイトでは公開されない｡

しかし､ 個人が､ 同委員会の地域事務所で適切

な IDを提示し署名することによって､ 報告書

を入手することができる｡

各監査報告書は､ 40頁程度の詳細なものであ

る(96)｡ ２章に分かれ､ Ａ章 ｢監査結果の要旨｣

では､ 各基準に関する監査結果の要旨と改善の

ための勧告を記載している｡ また､ Ｂ章 ｢監査

の方法と結果｣ では､ 各基準について､ 先に述

べた４点制により点数がつけられ､ 詳細な監査

結果・証拠 (Evidence) が記載されている｡ 最

後に､ 改善のための ｢行動計画｣ を同委員会に

提出するよう求めている｡ この報告書により､

設備やサービス水準等､ ホームの全体像を詳細

に把握することができる｡ 各施設等に関する監

査結果の情報公開が徹底していると言えよう｡

� 監査システムの特徴

監査システムの特徴は､ 次の二点に集約でき

る｡ 一つは､ 監査の実効性の問題である｡ 監査

の頻度､ 予告無し監査の実施､ 多様な監査方法､

全国最低基準の適合度合いのランク付け､ 監査

後のフィードバック等､ いずれもケアサービス

改善のための実効性ある手法と言える｡ 二点目

は､ 利用者の選択に資するために監査結果の全

てが公表され､ 各ケアサービスの情報公開が徹

底している点である｡

４ 全国最低基準の意義―規則との関係を中心に―

ケア基準法､ 2003年法に基づく､ 監督・監査

システムの特徴の一つに､ ケア基準法第23条に

基づき保健担当大臣がサービスごとに策定する
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� CSCI, What if my service doesn't measure up (CSCI website).

� CSCI, Inspection Report ; After the inspection has taken place (CSCI website).

� 例えば､ ロンドン・クロイドン区のアディントンハイツの監査報告書 (CSCI, Inspection Report－Care Home

For Older People－Addington Heights,(announced inspection), 24th Jan.2005) は38頁から成る｡



全国最低基準の存在が挙げられる｡ この節では､

その意義について検討する｡

全国最低基準は､ 登録当局 (現在は社会的ケア

監査委員会) が､ 登録・監査や登録の取消し手

続き等に係る決定を行う際に考慮されなければ

ならないとされている｡

� 全国最低基準の策定

大臣は､ 全国最低基準の策定又は改定に当た

り､ 適切な者の意見を聴取することが義務付け

られており､ 全ての全国最低基準は､ 関係団体､

関係者に意見を聴取した上で､ 策定されている｡

全国最低基準は､ 表２に示すように､ 高齢者ケ

アホーム､ 在宅ケア等､ 登録・監査の対象とな

るケアサービス毎 (現在13種) に策定され､ 必

要に応じ改訂版が出されている｡

� 高齢者ケアホーム､ 在宅ケアに関する ｢規

則｣ と ｢全国最低基準｣ の内容

ケア基準法第22条に基づき各ケアサービスの

基準を定めた規則 (regulation) が制定されてい

る｡ この規則と全国最低基準の内容はどう異な

るのか｡ ここでは､ 本稿の主たる対象である高

齢者に対するサービスとして､ 高齢者ケアホー

ムを例に､ 現行の ｢ケアホーム規則｣ (2001年)(97)

と ｢高齢者ケアホーム全国最低基準｣ (2003年)(98)

の内容をみることにする｡

｢ケアホーム規則｣ (2001年) は､ 対象者別の

規則ではなく､ ケアホーム全般に適用される規

則であり､ ７章37条から成っている｡ 表３に示

す事項を定めている｡

｢高齢者ケアホーム全国最低基準｣ (2003年)

は､ 表４に示すように､ ７つの大項目 (１.ホー

ムの選択､ ２.保健医療ケア及び対人ケア､ ３.日常

生活及び社会的活動､ ４.苦情及び保護､ ５.環境､

６.職員､ ７.管理及び運営) の下に38の基準が置

かれ､ この38基準は主基準 (各基準の第一位に置

かれた基準) と数項目の小基準から構成される｡

従って､ これらの基準の合計は､ 252という多

さになる(99)｡ また､ 各基準ごとに､ それが達

成された場合の結果 (outcome) が記載されて

いる｡

この基準の内容は､ 1984年改革以降の高齢者

福祉の理念的・実践的な動向を踏まえたものに

なっている｡ 施設の物理的基準に関しては､ 初

版の基準 (2001年) では､ 例えば､ 個室化に関

し､ 新設の施設は全部個室とされ (最低12㎡)､

既設の施設も2007年４月までにその80％を個室

化することが求められていた｡ しかし､ 既設の

施設では､ 基準どおりの改修が困難な場合もあ

り､ ３版 (2003年) では､ この基準の要件がよ

り柔軟な表現になっている｡ サービス提供量と

質とのバランスを考慮した対応といえよう｡ 生

活の質に係る基準に関しては､ プライバシー・
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� Care Homes Regulations 2001, SI 2001 No.3965[as amended by SI 2003 No.534].

� Dep. of Health, Care Homes for Older People, National Minimum Standards, 3rd.ed, 2003.

� 各主基準の規定は､ 岩間 前掲論文 注�, pp.86-89を参照されたい｡ 論文中の基準は2001年版であるが､ 主基

準は改定されていない｡

表２ 現行の全国最低基準一覧

・『高齢者ケアホーム全国最低基準』 (３版､ 2003)

・『成人養護(placement)ケアホーム全国最低基準』 (２版､ 2003)

・『成人 (16－65歳) ケアホーム全国最低基準 (附) 16－17歳の若
年者入所ケアホーム補足基準』 (２版､ 2003)

・『成人養護 (placement) 制度全国最低基準』 (初版､ 2004)

・『在宅ケア全国最低基準』 (２版､ 2003)

・『看護師紹介所全国最低基準』 (２版､ 2003)

・『児童ホーム全国最低基準』 (初版､ 2002)

・『里親制度全国最低基準』 (初版､ 2003)

・『入所家族センター全国最低基準』 (初版､ 2002)

・『養子サービス全国最低基準』 (初版､ 2002)

・『寄宿学校全国最低基準』 (初版､ 2002)

・『入所特別学校全国最低基準』 (初版､ 2002)

・『継続教育カレッジによる18歳未満の学生の入所施設全国
最低基準』 (初版､ 2002)

(出典) CSCI, National Minimum Standards (CSCI website).



尊厳の尊重､ 末期ケアと死への対応､ あらゆる

虐待の防止､ 苦情処理手続き､ 金銭管理等､ あ

らゆる面について詳細な基準を定めており､ 入

所者の生活の質の向上の観点が徹底されている｡

具体的な内容について､ 我が国でも社会問題

になっている ｢虐待｣ に直接関連する ｢規則｣
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表３ ｢ケアホーム規則｣ (2001年) の項目 (2003年現在)

章 各 条 の 内 容

１章：
総則

１条：名称､ 施行時期､ 適用範囲､ ２条：解釈､ ３条：適用除外の施設､ ４条：目的に関する文書､ ５条：サー
ビス利用者のためのガイド､ ５Ａ条：料金に関する情報､ ６条：目的に関する文書､ サービス利用者のためのガ
イドのレヴュー

２章：
登録者

７条：登録者としての適性､ ８条：マネジャーの任命､ ９条：登録マネジャーの適性､ 10条：犯罪の通知､ 11条：
登録者の一般的要件

３章：
ケアホーム
の運営

12条：サービス利用者の保健及び福祉､ 13条：保健及び福祉に関する更なる要件､ 14条：サービス利用者のニー
ズ評価､ 15条：サービス利用者のサービス計画､ 16条：設備及びサービス､ 17条：記録､ 18条：職員､ 19条：従
事者の適性､ 20条：サービス利用者のための行為の制限､ 21条：ケアホームの管理に関する職員の視点､ 22条：
苦情処理

４章：
施設

23条：施設の適性

５章：
管理

24条：ケアの質のレヴュー､ 25条：財政状況､ 26条：登録提供者による訪問

６章：
児童

27条～36条 (略)

７章：
雑則

37条：死亡､ 疾病及びその他の事項の報告､ 38条：不在の通知､ 39条：変更の通知､ 40条：入所期限の通知､ 43
条：登録者の犯罪

附則 １条：目的に関する文書に記載される情報､ ２条：ケアホームの管理者､ 運営者､ 又は従事者に関して得られる
情報及び文書､ ３条：各サービス利用者に関しケアホームに保持される記録､ ４条：ケアホームに保持されるそ
の他の記録､ ５条：児童が入所する場合に目的に関する文書に記載される追加情報､ ６条：児童が入所している
ケアホームで働く者に関し､ 得られる追加の情報及び文書､ ７条：児童が入所するケアホームでモニターされる
事項

(出典) 注�に同じ｡

表４ ｢高齢者ケアホーム全国最低基準 (2003年版)｣ 基準16-18の規定

大項目 基 準 基準構成 大項目 基 準 基準構成

１ ホームの
選択

１：情報 1.1－ 1.3 ５ 環境 19：施設 19.1－19.6

２：契約 2.1－ 2.2 20：共有設備 20.1－20.7

３：ニーズ評価 3.1－ 3.5 21：ラバトリー及び洗濯設備 21.1－21.9

４：ニーズの充足 4.1－ 4.4 22：改造及び設備改善 22.1－22.8

５：試行的な訪問 5.1－ 5.3 23：個人の部屋―規模の要件 23.1－23.11

６：中間的ケア 6.1－ 6.5 24：個人の部屋―家具及び設備 24.1－24.8

２ 保健医療
ケア及び
対人ケア

７：サービス利用者計画 7.1－ 7.6 25：サービス―暖房及び照明 25.1－25.8

８：保健医療ケア 8.1－ 8.13 26：サービス―衛生及び伝染病の管理 26.1－26.9

９：薬剤管理 9.1－ 9.11 ６ 職員 27：職員の数 27.1－27.7

10：プライバシー及び尊厳 10.1－10.7 28：資格 28.1－28.3

11：末期及び死亡 11.1－11.12 29：採用 29.1－29.6

３ 日常生活
及び社会
的活動

12：社会的接触及び活動 12.1－12.4 30：職員研修 30.1－30.4

13：コミュニティとの接触 13.1－13.6 ７ 管理及び
運営

31：日々の業務 31.1－31.8

14：自由及び選択 14.1－14.5 32：倫理 32.1－32.8

15：食事及び食事時間 15.1－15.9 33：質の確保 33.1－33.10

４ 苦情及び
保護

16：苦情 16.1－16.4 34：財政手続 34.1－34.5

17：権利 17.1－17.3 35：サービス利用者の金銭 35.1－35.6

18：保護 18.1－18.6 36：職員の監督 36.1－36.5

(出典) 注�に同じ｡ 37：記録の保存 37.1－37.3

38：安全な業務実践 38.1－38.9

基準・計 252



及び ｢全国最低基準｣ の規定の見てみよう｡

｢規則｣ では､ ｢第３章 ケアホームの運営｣

中で､ 次の旨定めている｡

登録者は､ スタッフの研修又は他の方法によっ

て､ サービス利用者が傷害若しくは虐待を受け､

又は､ 傷害若しくは虐待の危険に曝されている

のを防止するための措置を講ずる (第13条第６

項)｡ また､ 従事者によるサービス利用者の身

体拘束は､ その者又は他のサービス利用者の福

祉のために唯一の実際的な方法であり､ 例外的

な事情の場合を除き､ いかなるサービス利用者

も身体拘束を受けないよう確保する(同第７項)｡

サービス利用者が身体拘束を受けた場合には､

登録者は､ 拘束の性格を含め､ 状況を記録する

(同第８項)｡

一方､ ｢全国最低基準｣ においては､ 表５に

示すように､ 大項目 ｢４ 苦情及び保護｣ の中

の､ 基準18 ｢保護｣ に詳細に規定されている｡

｢規則｣ の規定が抽象的であるのに対し､ ｢全国

最低基準｣ の定めは具体的であり､ 必要な対応

措置が詳細に記載されている｡

虐待に関する規定のみならず､ 両者の規定全

体を比較しても､ ｢規則｣ は概括的で抽象的な

内容であるが､ ｢全国最低基準｣ は包括的で詳

細かつ具体的な内容になっている｡

次に､ 在宅ケア事業所に関する ｢規則｣(100)

と ｢全国最低基準｣(101) の内容を見てみよう｡

｢在宅ケア事業所全国最低基準｣ は､ 各基準に

対応する ｢規則｣ の該当条項が記載されており､

対応関係が明確になっている｡ 規則が29条 (附

則４) から成っているのに対し､ ｢全国最低基

準｣ は､ 五つの大項目 (①利用者に焦点をおいた

サービス､ ②対人ケア､ ③保護､ ④マネジャー及び

スタッフ､ ⑤組織及び事業経営) の下に27の基準

から構成されており､ 各基準は複数の小基準か

らなり､ その数は､ 167に及ぶ｡ この両者の内

容を見ても､ 高齢者ケアホームの場合と同様に､

｢規則｣ は抽象的な規定であるが､ ｢全国最低基

準｣ は､ 具体的かつ詳細な基準が定められてい

ることが確認できる｡ 虐待に係る規定に関して

は､ 高齢者ケアホームの ｢規則｣ 及び ｢全国最

低基準｣ の虐待に関する規定と同様な規定が､

｢規則｣､ ｢全国最低基準｣ のそれぞれに置かれ

ている｡

� 規則と全国最低基準の関係

規則と全国最低基準の関係は次のように整理

できる｡ ケア基準法第22条に基づき大臣が制定

する規則と､ 第23条により大臣が策定する全国

最低基準の間には､ 重要な相違がある｡ 前者が

施設・事業所に法的義務を負わせるのに対し､

後者は､ 登録・監査等の際に ｢考慮される｣ も

のではあっても､ その遵守は法的義務ではない｡

この点について､ 2002年１月､ 保健大臣は全国

ケア基準委員会委員長へ出した通知で､ 次の旨

述べている(102)｡

① 全国最低基準に従うこと自体は､ 法律によ

り強制されるものではないが､ その基準を考

慮に入れることを条件に､ 規則に従うことは

法的義務である｡ 全国最低基準は､ 次の二つ

の主要な任務を遂行するために用いられる｡

・法的枠組 (ケア基準法及び諸規則) を敷衍す

ること｡

・委員会とサービス事業者等が協力してサー

ビスの質向上を図るためのツールとするこ

と

② 全国最低基準のいずれかが遵守されていな

い場合には､ 委員会は遵守達成のために必要

な指導等を行い､ 強制的な措置を検討する場

合もあるが (具体的には､ 前述３�参照)､ 保
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�100 The Domiciliary Care Agencies Regulations 2002, SI 2002 No.3214.

�101 Dep. of Health, Domiciliary Care-National Minimum Standards; Regulation.

�102 Richard M. Jones, Care Standards Manual-The regulation of establishment and agencies providing

services to adults, Sweet & Maxwell, 2004, p.98.



健省は､ 委員会がその監督的な権限を､ 基準

向上のための手段として用いることを希望す

る｡

保健大臣はこのように説明しているが､ 実際

には､ 監督される側の義務について､ ｢監督当

局に何が求められているか｣ が明確でなく混乱

をもたらしたと言われる(103)｡ 監督される側に

とって､ 両者の相違は決定的に重要なものであ

るが､ 全国ケア基準委員会は､ 十分には説明し

てこなかったと指摘されている(104)｡

このような議論はあるものの､ 全国最低基準

の意義は､ 法的拘束力は無いが､ ｢サービス向

上のためのツール｣ として用いられることにあ

ると言えよう｡

� 全国最低基準の効果

以上に見たように､ 全国最低基準の意義が確

認できたが､ 実際に､ サービスの質の向上にど

のような効果があったのか､ 統計により確認し

てみよう｡

全国ケア基準委員会は､ 施設等が全国最低基

準をどの程度遵守しているかを評価する調査を

行ってきた｡ 業務開始２年目 (2003年) の中間

データによる予備的分析では､ 次のような数字

が示されている(105)｡

・高齢者ケアホームの48％が各基準に適合 (１

年目の26％から上昇)

・成人ホームの46％が各基準に適合 (１年目の

17％から上昇)

・児童ホームの41％が各基準に適合 (１年目の
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�103 Ibid., p.�.

�104 Ibid., p.�.

�105 Ibid., p.100.

表５ ｢高齢者ケアホーム全国最低基準 (2003年版)｣ 基準16-18の規定

大 項 目 ４ 苦情及び保護

基 準 16 苦情*

達成結果 サービス利用者､ その友人及び親族は､ 苦情が聴取され､ 真摯に受けとめられ､ 対応されると確信する｡

主 基 準 16.1：登録者は､ 簡潔で明瞭で利用しやすい苦情処理手続 (手続の段階及び期間を含む) を持つよう､ また､ 苦情
が迅速にかつ効果的に取扱われるよう保障する｡

基 準 17 権利*

達成結果 サービス利用者の法的諸権利が保護される｡

主 基 準 17.1：サービス利用者は､ その法的諸権利が保護され､ その権利を直接的に行使することができ､ 希望する場合に
は､ 民事手続に入ることができる｡

基 準 18 保護

達成結果 サービス利用者は虐待から保護される｡

主 基 準

小 基 準

18.1：登録者は､ サービス利用者が､ 他の者の故意､ 過失又は無知による､ 身体的､ 経済的若しは物理的虐待､ 心
理的若しくは性的虐待､ 無視､ 差別的虐待若しくは自傷又は非人間的若しくは下劣な対応を受けないよう､
成文の方針に従い､ 保護されるよう保障する｡

18.2：虐待又は放任の疑い若しくは証拠に対応した明確な手続き (内部告発を含む) により､ サービス利用者の安
全と保護を保障する｡ 公益開示法 (1998年)** 及び保健省指導書 ｢No Secret｣ に従い､ 問題を NCSC へ伝
えることを含む｡

18.3：虐待についての全ての申立て及び事件は､ 迅速に徹底的に追及され､ 取られた措置が記録される｡
18.4：弱者である成人と共に働くことが適さないスタッフについて､ 弱者である成人の保護のための登録簿への記

載を考慮するため､ ケア基準法に従って､ 照会する｡
18.5：ホームの方針及び実践は､ サービス利用者による身体及び (又は) 言葉による攻撃が理解され､ 適切に処理

されるよう保障し､ また､ 身体的な介入は､ 最後の手段としてのみ､ 保健省指導書に従って用いられるよう
保障する｡

18.6：サービス利用者の金銭及び財政事情に関するホームの政策及び実践は､ サービス利用者による自らの金銭記録
へのアクセス､ 金銭・貴重品の安全な保管､ 財政に関する個人的な相談､ 個人保険に関する助言を保障する｡
(後略)

(出典) 注�に同じ｡ *主基準のみ訳出｡ **内部告発者の保護を規定した法律｡



22％から上昇)

この数字によれば､ いずれの施設も適合率が

上昇しており､ サービスの質が向上しているこ

とが確認できる｡

また､ 同委員会の年次報告は､ 高齢者ケアホー

ムの各基準の適合率の推移を示したグラフを掲

載している(106)｡ このグラフでも､ 2002年度と

2003年度を比較すると､ 全ての基準について適

合率 (スコア４､ ３の割合) が上昇している｡ た

だし､ 基準により適合率に大きな差異があり､

例えば､ ｢基準13 地域との接触｣ は､ スコア

３以上が90％を超えているが､ ｢基準28 採用｣

は､ スコア３以上が50％弱のレベルである｡

適合率が上昇した理由について､ 同委員会は､

施設が基準に適合していない場合には､ 改善の

勧告を行い､ フォローアップ監査で改善をチェッ

クしたことが寄与していると述べている(107)｡

保健省通知の内容が実践されていると言えよう｡

５ 地方自治体の社会サービスの監査とその意

義

2003年改革において､ 全国ケア基準委員会か

ら､ 社会的ケア監査委員会へと､ 構造的な変革

が行われたが､ その主要な特徴は､ 新たな任務

として､ 地方自治体の社会サービスの監査が位

置づけられたことである｡ ここでは､ 社会的ケ

ア監査委員会による地方自治体の社会サービス

の監査について概観する｡

� 地方自治体の社会サービスの監査

社会的ケア監査委員会は､ イングランドの150

の地方自治体によって提供される社会サービス

の全ての領域について､ そのサービスが地方自

治体の責任に適っているかどうか確認するため

に､ 監査・評価を行う(108)｡

社会サービスの監査は､ 地方自治体が､ いか

にサービス提供の機能を果たし､ 資源を用いて

いるかを評価する｡ 地方自治体は､ 毎年春まで

に､ サービス改善に関する自己評価を記した

｢サービス提供報告｣ 及び ｢改善報告｣ を作成

することが求められる｡ 社会的ケア監査委員会

は､ 毎年､ ５月から７月の間に､ これらの報告

に盛られた事実を整理し､ 全般的な評価書を作

成する｡ この評価書の目的は､ 各地方自治体の

サービスに関する総合的な情報を提供し､ 社会

的ケアサービスの向上を促進することである｡

同委員会による特別監査は､ サービス利用者

及びその介護者が受けるサービスの質及び管理

運営に焦点を置いて行われる｡ 監査は広範なサー

ビス (児童・家庭､ 児童保護､ 高齢者､ 精神保健､

身体・精神障害者､ 学習障害者に係るサービス) を

対象とするが､ 実際には､ その監査歴及びサー

ビス格付け等の実績証拠に基づき､ 何を何時監

査するかを決定する｡ また､ 必要に応じ､ 他の

地方自治体の監査官や保健医療監査・検査委員

会と協力して､ 監査プログラムを調整する｡

社会的ケア監査委員会の監査は､ 次のような

特徴をもつ｡ ①組織的に､ 広範な情報源から情

報を収集し分析する､ ②サービス利用者及びそ

の介護者の経験に焦点を置く､ ③規則及び指導

要領に基づく基準に照らし評価する､ ④専門的

な判定を行う､ ⑤政府の政策の展開・実施状況

を知らせるために情報を提供する､ などである｡

� 非専門家を含む監査官

同委員会の全ての地方自治体サービス監査チー

ムには､ 専門的監査官又はソーシャルワーカー

ではない非専門家の (lay) 一般市民のメンバー

が入っている｡ このメンバーは､ 監査対象にな

る機関で働いておらず､ 監査対象のサービスに
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�106 National Care Standards Commission, Annual Report and Accounts 2003-2004－Improving Care Stan-

dards, March 2005, HC 411, p.26.

�107 Ibid., p.25.

�108 監査・評価に関しては､ CSCI, Assessing council services (CSCI website) による｡



財政的な利害関係を持っていない者である｡ 非

専門家による評価の意義は､ サービス利用者及

び広範な公衆の見解を代表することによって､

業務に対する異なる視点を提示することである｡

� 各地方自治体の ｢監査報告書｣ の作成と公

開

地方自治体のケアサービスの監査が終了した

時点で､ 報告書が作成され､ その自治体又は適

切な委員会に提出された後､ 公衆に公開される｡

監査報告書は､ 各自治体の児童サービス､ 障

害者ケアサービス､ 高齢者ケアサービス等のサー

ビス毎に作成される｡ 監査結果について､ ①国

の優先順位及び戦略上の目的､ ②サービス提供

の有効性及び結果 (outcome)､ ③利用者及び介

護者のためのサービスの質､ ④障害のないアク

セス､ ⑤費用及び効率性､ ⑥管理運営及び資源､

の項目毎に取りまとめた大部なものである(109)｡

各項目に関し､ その自治体が改善した点及び改

善が必要な分野が指摘された上で､ 社会的ケア

監査委員会の勧告が出されている｡ 監査報告書

では､ 旧社会サービス監査局が重視していた

VFMの視点が､ 上記の⑤､ ⑥の項目で分析さ

れている｡

これらの報告書の全てが､ 同委員会のサイト

で見ることができ(110)､ また､ 同委員会の事務

所でも利用できる｡

� 星印による地方自治体のサービスの格付け

と公開

同委員会は､ 各地方自治体の全ての社会サー

ビスの実施に関し､ 星印による格付けを行う(111)｡

2003年４月以降､ サービスの実績を評価するた

めに､ 監査､ 審査､ モニタリング及び実績指標

等の証拠 (evidence) を用いて､ 地方自治体とは

独立的に業務を行ってきた｡ 星印による格付け

は､ 利用できる全ての情報・証拠を集約したも

のであり､ また､ 全ての者がアクセスできる方

法で公表される｡ ｢星印による格付け｣ は､ 監

査委員会により毎年実施される地方自治体の

｢包括的実績評価｣ (Comprehensive Performance

Assessment)(112) の一つに位置づけられる｡

格付けは､ ４つの判定―児童サービス､ 成人

サービスのそれぞれに関する､ ①サービス実績､

②向上のための可能性､ の判定―に基づき行わ

れる｡ 星印ゼロから星印三つまでの格付けがあ

る｡ 星印ゼロの自治体は､ 同委員会により完全

な情報を提供するよう求められ､ 頻繁なモニタ

リングを受けることになる｡

星印による格付けの意義は次の点にある｡ 第

一に､ 地方自治体にとって､ サービスをレヴュー

し､ 改善のための計画を策定する客観的な出発

点となることである｡ 第二に､ 住民にとって､

その自治体が社会的ケアの責任をいかに果たし

ているかを示す重要な情報となる｡ 第三に､ 政

府は､ 各自治体のサービスの実績及びそれが国

の目標に適っているかを知る必要があり､ その

基礎的な情報となる｡

全ての地方自治体の社会サービスに関する

｢星印による格付け｣ 一覧は､ 『イングランドに

おける社会サービスの実績』(113) として刊行さ

れるともに､ 同委員会のサイトで公開される｡
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�109 例えば､ ロンドン・イズリントン区の高齢者ケアに関する報告書 (Inspection of Social Care Services for

Older People-London Borough of Islington, Sep.2004) は80頁から成る｡

�110 CSCI, Local council inspection reports (CSCI website).

�111 CSCI, Council star ratings (CSCI website)；Understanding star rating (CSCI website).

�112 包括的業績評価の詳細は､ 石川恵子 ｢英国の地方自治体における業績指標の監査―包括的業績評価 (CPA:

Comprehensive Performance Assessment) を手がかりにして―｣ 『会計監査研究』 No.29, 2004.3, pp.157-168

を参照されたい｡

�113 CSCI, Performance Ratings for Social Services in England, Nov.2004.



このサイトには､ その年の格付けにより､ 地方

自治体が､ 星印３､ 星印２､ 星印１､ 星印０の

グループごとに分けられ､ 一覧された表が搭載

される｡ 全ての地方自治体の社会サービスの実

績に関しても情報公開が徹底されている｡

� 地方自治体のサービスの改善―方策及び実

績―

同委員会と各地方自治体との年次審査会で､

過去の実績をレヴューし､ 向上のために優先順

位が検討される｡ 地方自治体は､ 改善が必要と

された地域のための行動計画を策定することが

求められる｡ また､ 同委員会は､ 各地方自治体

の業務関係マネジャーを任命する｡

実際に､ 地方自治体の社会サービスがどの程

度改善されたか､ ｢星印による格付け｣ に関す

る統計で見てみよう｡ 星印３～星印０の自治体

数の割合の変化を､ 2002年度と2004年度の数字

で見ると次のような動向を示している｡ 星印３

の自治体は全自治体の７％から13％に､ 星印２

の自治体は35％から55％に増加したのに対し､

星印１の自治体は50％から27％へ､ 星印０の自

治体は８％から５％へ減少した(114)｡ この結果

から､ ２年で一定程度の効果があったことが確

認できよう｡

� 地方自治体の社会サービスの監査の意義

社会的ケア監査委員会による地方自治体の社

会サービスの監査の意義は次の点に見ることが

できる｡ 一つは､ 監査を通して､ 地方自治体の

社会サービスの質の改善及び VFMの視点から

の改善に寄与していることである｡ 二点目は､

公衆に全地方自治体の全ての社会サービスの質

及び実績に関する総合的な情報を公開している

点である｡ これらの点は､ 各自治体間の社会サー

ビスの格差の解消にも繋がるものと思われる｡

Ⅵ 継続する改革

社会的ケア監査委員会は､ 2004年12月､ 諮問

文書 『よりよい生活のための監査』(115) を公表

し､ 意見聴取を開始した｡ この文書は､ 同委員

会の社会的ケアを監督する方法の改善とそれを

向上させるための計画に焦点を絞っている｡ 意

見聴取期限 (2005年１月28日) までに､ 公衆､ ケ

アビスネスの事業者､ 他の公的団体から､ 約

4,000の意見があった｡ その70％は､ この提案

を ｢良い｣ 又は ｢大変良い｣ と述べている｡

１ 『よりよい生活のための監査』 の提案

社会的ケア監査委員会は､ 改革を３段階で行っ

ていくことを提案した(116)｡

第一段階は､ 2004年12月から2005年４月まで

の期間であり､ 監査の実施方法の改革を､ 現行

の法的枠内で､ 試行的に行うとしている｡ その

内容は､ ①ケアサービスを実際に利用している

者に監査が適合すること､ ②より柔軟な監査体

制をとること (いくつかの施設には通告無しの年

２回の監査を実施等)､ ③より焦点を絞った監査

(安全性に関して集中的に監査)､ ④監査報告の改

善 (便利な要旨を付し､ 反復を避ける)､ ⑤監査結

果のより迅速なフィードバック､ などである｡

第二段階は､ 2005年４月から2006年４月まで

の間であり､ 業務全般にわたり新たなアプロー

チをとり､ 次のような方法で業務を改善すると

している｡ 第一に､ 登録については､ 利用者の

利益となる新たなサービスの構想を促進するた

め､ 登録の過程で助言を行う｡ 第二に､ 監査は､

法規に定める回数で行うが､ より柔軟に行う｡

大部分の監査は予告無しで行い､ また､ 利用者

のリスク評価に基づき､ 監査回数､ 事前予告の

有無､ 監査の焦点を決定する｡ 第三に､ ケアサー
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�114 Ibid., p.7.

�115 CSCI, Inspecting for better lives- Modernising social care regulation, Nov. 2004.

�116 Ibid., pp.12-21.



ビス事業者等に自己評価を導入する｡ これは､

｢～に対するアプローチ｣ から ｢～と協働する

アプローチ｣ への改革の一環である｡ 第四に､

事業者等は自ら速やかに苦情を調査し処理する｡

第五に､ 報告書に関しては､ 利用者向けの簡便

な分かりやすい報告書と､ 事業者等向けのより

詳細な技術的な報告書を提供する｡ 第六に､ ケ

アサービスが適切に提供されない場合には､ 監

査官は確実に法的措置をとる｡ これらの改革は､

現行の法的枠組みの中で行われるが､ 同時に､

規則・全国最低基準の改革の提案に関して､ 保

健省､ 教育・技術省と緊密に連携する｡

第三段階は､ 2006年以降であり､ 抜本的な改

革を行い､ 新たな法的枠組みの中で､ 次のよう

な業務改善を行うことを提案している｡ ①既に

登録している者が新たなサービスを提供する場

合に再登録の要件を無くす､ ②複雑な登録カテ

ゴリーを､ 現行の区分を超える創造的かつ便利

なサービスに対応した登録カテゴリーに改革す

る (例えば､ 入所ケアホームによる短期入所サービ

ス利用者に対する在宅ケアサポートの提供)､ ③ケ

アサービスの効果に焦点を当て､ 事業者等が実

施しなければいけない事項を認識できるよう一

連の規則及び基準を改革する､ ④誤った情報を

提供した事業者等の登録継続の要件として､ 自

己評価を行う法的義務を課す､ ⑤ケアサービス

内で生じていることを把握するために､ 偵察員､

非専門評価員を用いる､ ⑥必要な場合には､ リ

スクアセスメントに焦点を置くことができるよ

う監査の回数に関しより柔軟なルールを設定す

る､ などである｡

２ 継続する監査システムの改革

2005年４月から､ 社会的ケア監査委員会の業

務の一部が､ 諮問文書の基本的考え方 (社会的

ケアサービス利用者とその経験を監査する際の中心に

置くこと)に基づき､ 次のように改革された(117)｡

①公衆が､ ケアサービス利用者の実際の体験を

記した簡単に読める報告書を閲覧できるように

する､ ②監査官によるインタビューを受けた全

てのサービス利用者に､ 監査のフィードバック

や連絡のために､ 監査官に接触する方法､ 同委

員会のインターネットサイト及び全国ヘルプラ

インの電話番号等を記載したリーフレット(118)

を配布する､ ③監査に関係する全ての者に､ 監

査の結果報告書を読み､ サービス事業者等が必

要とされた改善を行ったかチェックするよう促

す､ などである｡

2006年以降の改革に関しては､ 現時点 (2005

年８月) では､ 新たな法案の提出等の動きは見

られず､ 現行の法的枠組みの範囲で可能な改革

を実施していくことが予想される｡

諮問文書 『よりよき生活のための監査』 から

読み取れる改革の方向性は､ 次のように要約で

きよう｡ 第一に､ ケアサービス利用者により焦

点を置くこと､ 第二に､ 監査体制を柔軟にし､

サービス利用者のリスクに対し有効なものにす

ること､ 第三に､ 監査報告を改善することであ

る｡ 2003年改革後も､ 監査を効果的なものにす

るために､ 間断なく改革を行っている社会的ケ

ア監査委員会の歩みを注視したい｡

おわりに―2000年改革､ 2003年改革の意義

と我が国への示唆―

ケア基準法 (2000年) (以下､ 2000年法という｡)

により､ イギリスのケアサービスの監督・監査

システムは抜本的に改革されたが､ 2003年法に

より､ 監督・監査システムはさらに拡充・強化

された｡ ブレア政権のケアサービスに係る政策

の特徴は､ 監督・監査によって､ サービスの質

の向上､ 利用者の保護､ 説明責任を図ろうとし
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ていることである｡ 2000年法､ 2003年法に基づ

く監督・監査システムとその運用の実態につい

て､ 我が国への示唆を考慮しつつ､ その特徴と

意義について考察する｡

第一に､ 各ケアサービスを監督する全国ケア

基準委員会と､ 各地方自治体の社会サービスの

監査を行う社会サービス監査局が統合され､ 新

たな社会的ケア監査委員会に一元化されたこと

である｡ 各ケアサービスの監督機関と各自治体

の社会サービスの監査機関が統合されたことに

より､ 従来行われていた類似の監査の重複が避

けられ､ 受審者側及び監査機関の双方の負担が

軽減されたと同時に､ ケアサービス全般に関す

る指導監査機能が強化された｡ 2003年改革が目

指したVFMの視点からも評価される点である｡

また､ 各ケアサービスと自治体のサービスを総

合的に監査することにより､ 地方自治体総体と

してのケアサービスの底上げを図ることが可能

となろう｡

一方､ 我が国における介護・福祉サービスの

監査・評価システムは､ ①従来の地方自治体に

よる指導監査､ ②任意の第三者評価､ ③介護サー

ビスに関する情報公表のための調査､ の三層の

システムになっている｡ 三層の監査又は評価が

行われていること､ また､ 監査主体が多元的で

あること (特に第三者評価の場合は多様な機関が

評価を実施)､ などの点で､ イギリスの監査シ

ステムの統合化の方向とは対照的である｡ また､

我が国では､ ①､ ②､ ③の監査等の基準が異な

るのに対し､ イギリスでは､ 規則に定める基準

に基づく監査と全国最低基準を用いた評価を社

会的ケア監査委員会が同時に行っている｡ 同委

員会が独立機関である点で､ 外部評価ないし第

三者による評価と同様な効果も持つと言えよう｡

第三者評価が意図したものは評価されているが､

実際にはその任意性の限界があり､ ③の調査と

の関係とあり方について､ 実効性及び効率性の

観点から検討が必要と思われる(119)｡

第二に､ 社会的ケア監査委員会が政府､ 自治

体から独立した外郭公共団体 (NDPB) である

点である｡ 2000年法に基づき創設された全国ケ

ア基準委員会も外郭公共団体であり､ 監督・監

査機関の地方自治体からの独立が図られ､ 従来､

登録の対象ではなかった自治体の施設等もその

対象になった｡ 更に､ 2003年改革で､ 従来､ 保

健省の一部局であった社会サービス監査局が社

会的ケア監査委員会に統合され､ 独立性が一層

確保された｡

第三に､ 2000年法に基づき策定される全国最

低基準の意義である｡ 規則に定める基準とは異

なり､ 法的拘束力は持っていないが､ 登録・検

査の際に考慮すべき基準とされ､ ｢サービスの

質の向上を図るためのツール｣ と位置づけられ

ている｡ 実際に､ ケアサービスの基準適合率が

１年の間に上昇するなど､ 全国最低基準が質向

上のためのツールとして有効に機能しているこ

とが見てとれる｡

わが国における第三者評価基準も､ 最低基準

と同レベルの基準ではなく ｢よりよいサービス

水準へ誘導する基準｣ と位置づけられており(120)､

イギリスの全国最低基準と類似の意味づけがあ

ると考えられる｡ 従来､ 第三者評価基準は､ 各

評価機関によって異なっており､ その均一化､

均質化の必要性が指摘されていたが､ 政府によ

り､ ｢福祉サービス第三者評価基準ガイドライ

ン｣(121) が策定され､ また､ 介護サービスの情
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�119 詳細は､ 岩間大和子 ｢介護・福祉サービスの質保障のための政策の展開と課題―監査､ 第三者評価及び情報開

示を中心に―｣ 『レファレンス』 651号, 2005.4, pp.4-26を参照されたい｡

�120 福祉サービスの質に関する検討会 ｢福祉サービスにおける第三者評価事業に関する報告書｣ 平成13年３月23日

<http://www.mhlw.go.jp/shingi/0103/s0323-3.html>.

�121 ｢福祉サービス第三者評価事業に関する指針について｣ (通知)平成16年５月７日 雇児発・社援発・老発第0507001

号



報公表のための調査に関しても統一的な基準が

提示されており(122)､ 評価・調査基準の全国的

な共通化が図られつつある｡ 利用者がサービス

を選択する際のツールとして､ 第三者評価､ 介

護サービスに関し公開される情報を用いるには､

全国的に統一された基準の採用が不可欠であり､

必要な措置が講じられたといえる｡ ただし､ 法

的拘束力を持たない基準をサービス向上のため

の基準として用いるためには､ イギリスにおけ

るような､ 改善勧告とそれを確認するための予

告無しの実地監査等､ 実効性ある監査手法が必

要と言えよう｡

第四に､ 登録・監査の対象が網羅的であり､

かつ､ 実効性のある監査の方法がとられている

点である｡ ケアホームに関しては､ 実地監査が

年２回以上行われ､ 通常､ その１回は予告なし

の実地監査 (抜き打ち監査) である｡ 予告無しの

監査は､ 特に､ 予告監査で問題があった場合に､

改善状況を監査するときに用いられる｡ わが国

では､ 特別の場合を除き､ 全て予告監査であり､

監査の効果の観点から､ しばしば問題にされて

いる(123)｡

第五に､ 監査に当たり利用者の視点が重視さ

れ､ 監査システムに取り入れられている点であ

る｡ 利用者参加の手法が講じられていると言え

よう｡ まず､ 規則､ 全国最低基準の制定及び改

定の際に､ 関係団体､ 関係者等に対し意見が求

められ､ その意見が反映される｡ 全国最低基準

は､ 基本的視点の第一に､ ｢サービス利用者へ

焦点を置くこと｣ を挙げている｡ また､ 地方自

治体の社会サービスの監査官の一人は､ 利用者

又は介護の経験を持つ非専門家である｡ 専門家

の視点と利用者の視点が組み合わされていると

言える｡

第六に､ 重要な点として､ 各ケアサービスの

監査結果及び地方自治体の社会サービスの監査

結果の公開が徹底して行われ､ 情報の透明性が

確保されている点である｡ 前者は利用者のサー

ビスの選択に資するものであり､ また､ 後者は

地方自治体の社会サービス提供に関する状況と

改善の責任を住民に明らかにすることに寄与し

ている｡

わが国では､ 地方自治体による指導監査の結

果は公表されておらず､ 第三者評価の結果も公

表が義務付けられていないため､ 自治体や評価

機関により､ 公表への対応が様々である｡ 介護

サービスについては､ 調査結果の情報公表が義

務化されたが､ このような情報公表が全ての福

祉サービスにも拡大されることが望まれる｡

第七に､ 先に見たように､ 全地方自治体の社

会サービスの監査がサービスの質の向上等の観

点から成果を挙げている点である｡ このシステ

ムの我が国への導入については､ いくつかの論

点があるが､ 社会サービスの地域による不均衡

をなくし､ 全国的に均質的なサービスの提供に

寄与する点から､ 注目されるシステムと言えよ

う｡

第八に､ 特徴として挙げられるのは､ 社会的

ケア監査委員会が外郭公共団体であるため､ 登

録等に料金が課されている点である｡ 全般的に

小規模施設については､ 負担が重くならないよ

うに､ 低額に設定されている｡ 小規模ケアホー

ムについては､ 年間料金が173ポンド (約34,720

円) である｡ 我が国でも介護サービスの情報公

表のための調査に関して､ 特に小規模の事業所

の負担にならないような料金設定が目指されて
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�122 介護サービスの情報開示の標準化に関する調査研究委員会 ｢利用者による介護サービス (事業者) の適切な選

択に資する ｢介護サービス情報の公表｣ (情報開示の標準化) について 報告書｣ 社団法人シルバーサービス振興

会, 2005.3, 別紙1-2.

�123 例えば､ 久保雅嗣 ｢21世紀に向けて福祉におけるコンプライアンスとは― ｢第三者評価｣ と ｢行政監査｣ から

の一考察―｣ 『社会福祉士』 No.10, 2003.2, p.54.

�124 認知症介護研究・研修東京センターが実施する場合の料金｡



いるが､ 認知症老人のための小規模施設の１件

当たりの料金は６万円と設定されている(124)｡

費用負担が受審の障害にならないような配慮が

必要である｡

イギリスの2000年法､ 2003年法に基づく監査

システムは､ 以上のような意義・特徴が挙げら

れるが､ いくつかの論点も指摘されている｡

一つは､ 規則で定める基準と全国最低基準と

の関係について､ その相違が法的に明確にされ

てこなかったとの指摘である(125)｡ この関係に

ついては､ イギリスでも理論的な研究は殆ど為

されていないようであるが､ 判例等は積み重ね

られており(126)､ 社会保障法学からのアプロー

チによる分析の余地があると言えよう｡

二つ目は､ 中央政府と地方自治体との関係に

関する問題である｡ 従来の社会サービス監査局

の機能が社会的ケア監査委員会の機能に入れら

れ､ 質の向上と対費用効果の双方の両立を目指

すベストバリューの視点から地方自治体の監査

が行われている｡ このような手法に関連し､ 山

本隆教授 (立命館大学) は､ ブレア政権は､ 地

方を細かくコントロールするのではなく､ 中央

が誘因を与え､ 目標とした成果を地方が達成す

るよう誘導しており､ その根底にある新集権主

義モデルは､ 一定の基準の達成に向け､ 優れた

サービス供給システムを構築していくことを念

頭に置いていると分析する(127)｡ 同時に､ この

ような手法は集権的な性格が強く､ 国はベスト

バリューの追及を怠る自治体には厳しく対応す

る権限を有している点に留意する必要がある旨､

指摘する(128)｡

さて､ わが国においては､ 平成17年の介護保

険法の改正により､ 情報公表の義務化が導入さ

れた(129)｡ この制度は､ ①全事業者等を対象と

し､ ②全国的に標準化された項目を用い､ ③都

道府県知事が毎年調査を行い､ ④全情報を公表

するものであり､ 第三者評価に関し指摘された

問題点を是正したものと言える｡ 監査機関のあ

り方等を除きいくつかの点で､ イギリスの監査

方式に類似の方式になっており､ 今後の実施状

況が注目される｡ しかし､ その対象は､ 介護保

険が適用されるサービスに限定され､ 福祉サー

ビス全般には適用されない｡ また､ 第三者評価

を実施している都道府県､ 政令指定都市等では､

介護サービスを対象に含めている場合が多く､

第三者評価のための調査と情報開示のための調

査との重複が生じる｡ 監査方法の実効性の確保､

調査員の養成等の重要な問題も残されている｡

今後､ これらの点をどう解決していくかが課題

となる｡

イギリスにおいては､ 供給主体が多元化し､

行政の役割がサービスの供給者から条件整備の

調整役 (enabler) へと本質的な変化を遂げた状

況の下で､ 利用者のサービス選択権を尊重しケ

アサービスの質の向上を図るために､ より効果

的で効率的な監査のための改革を継続しており､

行政の役割変化の基本認識を踏まえた改革への

積極的な姿勢は注目に値しよう｡

(いわま おわこ 社会労働調査室)
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�125 Jones, op.cit. (102)., p.93.

�126 Ibid., pp.93-101.

�127 山本隆 『イギリスの福祉行財政―政府間関係の視点―』 法律文化社, 2003, pp.324-5.

�128 同上, p.300.

�129 詳細は厚生労働省令で定められる｡ 制度の詳細と今後のスケジュールについては､ ｢介護サービス情報の公表

担当課長会議資料 (平成17年５月13日 厚生労働省老健局振興課)｣ 『月刊介護保険』 No.113, 2005.7, pp.46-49を

参照されたい｡


